
62 63

サステイナブル・モビリティに向けて 

Environmental & Social Report 2005

　人やものが活発に動くことは、経済発

展のためにも、人々の豊かな生活のため

にも不可欠です。モビリティ・デバイド（不

平等）が解消され、あらゆる人々が平等に

移動でき、ものや情報を十分に交換でき

れば、お互いの存在や立場を尊重しあう

ことも今より容易になるでしょう。

　しかし、現代における人とものの輸送

方法は、このままの傾向が続けば将来は

持続不可能になると予測されています。

そこで重要視されてきたのが、「サステイ

ナブル（持続可能な）・モビリティ」という

考え方です。その定義は次のとおりです。

社
会 

　WBCSD（持続可能な発展のための世

界経済人会議）は、世界３０カ国以上、１７０

の国際企業のトップで構成され、グロー

バルな視点から経済・環境・社会に関する

提言活動を続けている組織で、トヨタは

その創立以来のメンバーです。

　同会議のメンバーである自動車やエ

ネルギー産業の有志１２社が、持続可能

なモビリティ社会のビジョンを描くために

開始したのが「サステイナブル・モビリティ・

プロジェクト（SMP）」。そこにトヨタは

共同議長として参画してきました。

　２００４年7月発行の報告書「Mobility 

２０３０：持続可能な社会を目指すモビリ

ティの挑戦」では、利便性・環境影響・安

全性・収益性などサステイナブル・モビリ

ティのための１２の指標が定められるとと

もに、持続可能なモビリティの実現のた

めの7つの目標が掲げられました。

　トヨタでは、これらの目標達成に向けて

環境・安全等への取り組みを推進してい

ます。２００４年１２月には、目標3「死傷者

数の大幅削減」、特に途上国での交通安

全に資するため、SMPの他のメンバー6

社とともに「グローバル・ロードセーフティ・

イニシアティブ」を立ち上げました。

　モビリティの増大は、経済・環境・社会に

対してさまざまな影響を及ぼします。その

影響関係は下図のようなループをなして

おり、モビリティ産業だけでなく、広く産業

界全体にかかわるものといえます。ここに

含まれるポジティブな側面を拡大し、ネガ

ティブな側面を抑制することが、現代社会

の大きな課題なのです。

■ モビリティを持続可能にするための課題 

■ ZeronizeとMaximizeの両立に向けたITSビジョン 

■ トヨタ・ステークホルダー・ダイアログ 
　 「環境配慮型の持続可能な交通」の流れ 

■ 「環境配慮型の持続可能な交通」のための 
　 4つの方策 

現在や将来における他の人間や生態
系の基本的価値を犠牲にすることなく、
自由に移動し、目的地へ到達し、連絡を
取り、交易をし、関係を樹立するための
社会の必要性を満たす能力

（SMP＜後述＞による定義）

■ SMPの7つの目標 
輸送関連の従来型排出物を、世界の
いかなる場所でも公共の健康への
深刻な懸念にならないようなレベル
まで削減する

目標●1

輸送関連の※GHG排出量を持続可
能なレベルにまで抑制する目標●2

目標●3

輸送関連の騒音を削減する目標●4
交通渋滞を緩和する目標●5
最貧国の人々、およびほとんどの国
における経済的・社会的に恵まれな
い人々にとって、自分自身や家族が
より良い暮らしを送ることを阻む「モ
ビリティ機会の格差」を縮小する

道路交通事故による死亡・重傷者の
総数を先進国および発展途上国にお
いて現状よりも大幅に削減する

目標●6

先進国および発展途上国の一般の人々
が利用できるモビリティ機会を保護し、
高める

目標●7
　ZeronizeとMaximizeの両立に向      

け、車両の技術開発におけるさまざまな

取り組みに加え、ITSの活用が重要だと

考えています。

　ITS（Intelligent Transport Systems）

とは、最先端の情報通信技術の活用によ

り、安全で快適・円滑な交通システムを

構築し、人と道路とクルマを一体として

とらえる試みです。

　クルマの魅力と、クルマを利用するこ

とのうれしさを高めていく「クルマの高

機能化」と、情報通信ネットワークや道路

などにかかわる「交通システムの高度化」

－トヨタではこの2つの視点でITSの

開発・実用化を推進しています。

　トヨタは、これら2つの視点の相乗効

果によって、ZeronizeとMaximizeの高

次元での両立を可能にするという“ITS

ビジョン”を、２００４年に日本で開催され

たITS世界会議で提唱しました。

　２００４年１０月１８日～２４日の1週間、「ITS世界会議 愛

知・名古屋２００４」が開催されました。今回の会議の特徴

は、専門家向けから市民参加・ITS体験型のイベントへ

と切り替えられたこと。会議登録者・会場来場者とも目

標を大きく上回り、過去最大規模の会議となりました。

　トヨタでは、映像等を使った展示によりトヨタの考えるITS社会を紹介するとともに、

トヨタが目指す未来のクルマや交通社会の一端を映像やPM（Personal Mobility）

等を使って紹介しました。また、研究開発中の「ナビ協調安全運転支援システム」や        

「レーザー触角運転支援」等の体験試乗を行いました。

ITS世界会議 愛知・名古屋２００４

　あらゆるステークホルダーの意見を 

参考にするために２００１年より「トヨタ・ス

テークホルダー・ダイアログ」（以下、ダイ

アログ）を開催しています。中立性を確

保するため、名古屋大学大学院教授柳下

正治氏にコーディネーターを、（財）地球

環境戦略研究機関（IGES）に運営事務局

をお願いしてきました。

　4回目となった２００５年1月のダイアロ

グは、２００３年１１月の第3回に引き続き「環

境配慮型の持続可能な交通」をテーマと

して開催されました。行政機関、運輸・鉄道・

流通等の企業、環境団体・消費者団体等

NGOの各セクターから約３０名のステー

クホルダーが参加。「環境配慮型の持続

可能な交通」に向けた方策の有効性や問

題点について討議し、次のような示唆が

得られました。

①「持続可能な交通」実現のためには、技

術と交通行動変化の均衡ある組み合

わせがポイントである。

②技術への期待は大きく、その推進主体

たるメーカーに対しても非常に大きな

期待が寄せられると同時に、環境配慮

型技術を優遇的に受け入れる社会シス

テムが重要である。

③公共交通の充実が期待されている。

　企業・行政・NGOなどセクター間で重

視する方策に違いも見られましたが、そう

した違いを乗り越える意思決定手法として、

このダイアログは参加者から高い評価を

得ました。さらに、同じテーマを2回続け

て行った点についても、第1ステップの成

果を情報共有した上で第2ステップにお

いて討議を掘り下げることができたとの

声が寄せられるなど、有意義なステーク

ホルダー・ダイアログであったといえます。

交通事故 
交通渋滞 
環境負荷 

ITSの利用環境の整備 

Zeronize Maximize

クルマ技術の交通システムへの応用 

交通システムの 
高度化 

クルマの 
高機能化 

ITSによる 
アプローチ 

高次元の 
両立 

楽しさ 
わくわく感 
心地よさ 

２００３年１１月 

２００５年1月 

①情報提供・問題提起：公開シンポジウム

②セクター別／全体／グループによる討議

本テーマに関して議論を深める必要性の 
指摘が多数

③「環境配慮型の持続可能な交通」を実現
するための方策の模索
＜前提条件として＞
・２０３０年における交通からのCO2排出削
減レベルを検討
・地方の中核的な都市における対策を念
頭に置く
・対策の方策は「技術」と「交通行動の変
化」を二大柱として、4つの方策につい
て討議する

④主要論点の発表→総括実現する 生み出す 

妨げる もたらす 

実現に向けた好循環 

URL WBCSDについては 
http://www.wbcsd.org/

経済成長 
産業活動の増加
個人所得の増加
消費増加

輸送サービス 
物とサービスの
移動の促進

仕事および教育などへの
アクセス改善

輸送の影響 
移動率の増加

モータリゼーション
輸送形態の割合の変化
都市部の拡大

経済面・ 
環境面の影響 

排出物
（従来型＋※GHG）
渋滞 衝突 騒音など

Molina and Molina 2002, p.214より 

グローバル・ロードセーフティ・イニシアティブについてはP６７。

技術に重点（自動車側の対策） 

人の交通行動変化に重点 

都市社会への 
働きかけ 

移動手段に 
着目 

方策 A  

燃費の大幅向上に向け
た技術開発
◎ハイブリッド車、燃料電
池自動車の開発
◎バイオマス燃料の利用

など

方策 B  

環境負荷の小さい自動
車の大量普及
◎低公害車、ハイブリッド・
燃料電池車の普及促進

◎車格対策；小さい車等の
利用促進

◎カーシェアリング　  など

方策 C  

自動車から公共交通へ
のモーダルシフト
◎公共交通網の整備
◎公共交通サービスの大
幅向上
◎パークアンドライド

など

方策 D  

できるだけ交通のニー
ズを発生させないまち
づくりの推進
◎職住接近
◎コンパクトシティ化

など

社会側面 地域社会・グローバル社会 

　サステイナブル・モビリティ実現への柱

となるのが環境と安全への取り組みです。

トヨタはこれまでも環境負荷の低い車両

の開発や、事故低減に寄与する安全技術

の開発、交通安全活動、交通流改善への

提言など幅広い取り組みを行ってきました。

このように「環境負荷」や「交通事故」「交

通渋滞」等の社会的課題の解決に向けて

取り組むことはもとより、クルマがもた   

らす心の豊かさをより多くの人々に提供

するため、魅力あるクルマづくりに努める

ことが使命だと考えています。これがトヨタ

の目指す「Zeronize（ゼロナイズ）と

Maximize（マキシマイズ）の高い次元で

の両立」です。

　Zeronizeとは、交通事故・交通渋滞・環

境負荷といったクルマ社会のネガティブイ

ンパクトを限りなく小さくするためにたゆ

まぬ努力をすること。一方Maximizeとは、

人がクルマに求める楽しさ・わくわく感・

心地よさ等を通じた心の豊かさを最大化

することです。

　このZeronizeとMaximize両立に向け、

大きく踏み出した一つの例として「ハイ

ブリッド・シナジー・ドライブ」のコンセプト

に基づいたハイブリッドシステムTHSⅡ  

が挙げられます。２００３年の2代目プリウス、

２００５年のハリアーハイブリッド、クルーガー

ハイブリッドに搭載され、高い環境性能と

同時に力強い加速性能、優れたドライビン

グ性能を実現しています。

　トヨタでは「ZeronizeとMaximizeの

高い次元での両立」を商品技術のビジョ

ンとして、サステイナブル・モビリティの

実現に寄与するため、さらなる取り組みを

推進していきます。

トヨタ、日野、ダイハツ共同ブース 

※GHG：温室効果ガス

7/1　11：00

 サステイナブル・モビリティとは  ZeronizeとMaximize  トヨタ・ステークホルダー・ダイアログ

 ITSによるアプローチ
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わせがポイントである。

②技術への期待は大きく、その推進主体

たるメーカーに対しても非常に大きな

期待が寄せられると同時に、環境配慮

型技術を優遇的に受け入れる社会シス

テムが重要である。

③公共交通の充実が期待されている。

　企業・行政・NGOなどセクター間で重

視する方策に違いも見られましたが、そう

した違いを乗り越える意思決定手法として、

このダイアログは参加者から高い評価を

得ました。さらに、同じテーマを2回続け

て行った点についても、第1ステップの成

果を情報共有した上で第2ステップにお

いて討議を掘り下げることができたとの

声が寄せられるなど、有意義なステーク

ホルダー・ダイアログであったといえます。

交通事故 
交通渋滞 
環境負荷 

ITSの利用環境の整備 

Zeronize Maximize

クルマ技術の交通システムへの応用 

交通システムの 
高度化 

クルマの 
高機能化 

ITSによる 
アプローチ 

高次元の 
両立 

楽しさ 
わくわく感 
心地よさ 

２００３年１１月 

２００５年1月 

①情報提供・問題提起：公開シンポジウム

②セクター別／全体／グループによる討議

本テーマに関して議論を深める必要性の 
指摘が多数

③「環境配慮型の持続可能な交通」を実現
するための方策の模索
＜前提条件として＞
・２０３０年における交通からのCO2排出削
減レベルを検討
・地方の中核的な都市における対策を念
頭に置く
・対策の方策は「技術」と「交通行動の変
化」を二大柱として、4つの方策につい
て討議する

④主要論点の発表→総括実現する 生み出す 

妨げる もたらす 

実現に向けた好循環 

URL WBCSDについては 
http://www.wbcsd.org/

経済成長 
産業活動の増加
個人所得の増加
消費増加

輸送サービス 
物とサービスの
移動の促進

仕事および教育などへの
アクセス改善

輸送の影響 
移動率の増加

モータリゼーション
輸送形態の割合の変化
都市部の拡大

経済面・ 
環境面の影響 

排出物
（従来型＋※GHG）
渋滞 衝突 騒音など

Molina and Molina 2002, p.214より 

グローバル・ロードセーフティ・イニシアティブについてはP６７。

技術に重点（自動車側の対策） 

人の交通行動変化に重点 

都市社会への 
働きかけ 

移動手段に 
着目 

方 策 A  

燃費の大幅向上に向け
た技術開発
◎ハイブリッド車、燃料電
池自動車の開発
◎バイオマス燃料の利用

など

方策 B  

環境負荷の小さい自動
車の大量普及
◎低公害車、ハイブリッド・
燃料電池車の普及促進

◎車格対策；小さい車等の
利用促進

◎カーシェアリング　  など

方 策 C  

自動車から公共交通へ
のモーダルシフト
◎公共交通網の整備
◎公共交通サービスの大
幅向上
◎パークアンドライド

など

方策 D  

できるだけ交通のニー
ズを発生させないまち
づくりの推進
◎職住接近
◎コンパクトシティ化

など

社会側面 地域社会・グローバル社会 

　サステイナブル・モビリティ実現への柱

となるのが環境と安全への取り組みです。

トヨタはこれまでも環境負荷の低い車両

の開発や、事故低減に寄与する安全技術

の開発、交通安全活動、交通流改善への

提言など幅広い取り組みを行ってきました。

このように「環境負荷」や「交通事故」「交

通渋滞」等の社会的課題の解決に向けて

取り組むことはもとより、クルマがもた   

らす心の豊かさをより多くの人々に提供

するため、魅力あるクルマづくりに努める

ことが使命だと考えています。これがトヨタ

の目指す「Zeronize（ゼロナイズ）と

Maximize（マキシマイズ）の高い次元で

の両立」です。

　Zeronizeとは、交通事故・交通渋滞・環

境負荷といったクルマ社会のネガティブイ

ンパクトを限りなく小さくするためにたゆ

まぬ努力をすること。一方Maximizeとは、

人がクルマに求める楽しさ・わくわく感・

心地よさ等を通じた心の豊かさを最大化

することです。

　このZeronizeとMaximize両立に向け、

大きく踏み出した一つの例として「ハイ

ブリッド・シナジー・ドライブ」のコンセプト

に基づいたハイブリッドシステムTHSⅡ  

が挙げられます。２００３年の2代目プリウス、

２００５年のハリアーハイブリッド、クルーガー

ハイブリッドに搭載され、高い環境性能と

同時に力強い加速性能、優れたドライビン

グ性能を実現しています。

　トヨタでは「ZeronizeとMaximizeの

高い次元での両立」を商品技術のビジョ

ンとして、サステイナブル・モビリティの

実現に寄与するため、さらなる取り組みを

推進していきます。

トヨタ、日野、ダイハツ共同ブース 

※GHG：温室効果ガス

7/1　11：00

 サステイナブル・モビリティとは  ZeronizeとMaximize  トヨタ・ステークホルダー・ダイアログ

 ITSによるアプローチ
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フレーム後方配置 

上下リフタ剛性アップ 
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操舵 
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電動パワーステアリングアクチュエーター 

エンジンECU

電動パワーステアリングECU
ヨーレイト＆加速度センサー 

車輪速度センサー 
（各輪） 

衝突判断コンピューター 
（車間制御コンピューター） 

カメラECU

ブレーキアクチュエーター 
（ブレーキコンピューター一体） 

・プリクラッシュブレーキ 
・プリクラッシュブレーキアシスト 
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シートベルト 
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コントロール 

ミリ波レーダー 
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THUMS＝Total HUman Model for Safety
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安全への取り組み 

社会側面 地域社会・グローバル社会 Environmental & Social Report 2005

■ 安全な交通社会に向けた総合対策 

　トヨタは、環境負荷や交通事故といっ

た車の持つ負の部分を限りなく小さくす

ることで、住みよい地球と豊かな社会づ

くりに取り組むとともに、移動の自由や楽

しさなどのメリットを最大化することが使

命であると考えています。安全の分野では、

「安全基本理念」のもと、究極の願いで

ある「交通事故死傷者ゼロ」を目指して、

人・クルマ・交通環境の三位一体による

総合的な活動を推進しています。
社
会 

緊急通報サービス「ヘルプネット」

■ 安全基本理念 

① 健康で豊かなモビリティ社会への貢献 

トヨタは常に「人」中心に考え、車を通

して「人」が快適に移動できる交通死

傷者のないモビリティ社会を目指します。

② 社会との協調

グローバル社会の一員として、政府・

自治体などを始め幅広い層と積極的

に協力し交通環境改善、安全意識向

上に努めます。

③ 安全な車両の開発

事故分析に基づき必要な「予防安全」

技術と「衝突安全」技術を世界に先

駆けて開発し、より多くの皆さまに

提供できるよう取り組みます。

交通安全啓発活動

安全技術開発・商品開発 交通環境整備への参画

人 

クルマ 交通環境 

※オムニサポートコンセプト：乗員を多面で受け止め衝突時
の荷重を分散させ、人体への負担を軽減する考え方

※アクティブステアリング統合制御：車両の走行状態に基づき、
バリアブル・ギヤ・レシオ・ステアリングと電動パワーステア
リングを協調制御することで、前輪の切れ角と操舵トルクを
最適に制御。基本となるブレーキ制御との相乗効果で、高い
予防安全性と理想的な運動性能の維持に貢献。
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　トヨタでは、事故を未然に防ぐための技

術開発や対策を「予防安全」、事故発生後

の被害軽減のための技術開発や対策を「衝

突安全」と呼び、その両面から実安全を追

求しています。

　実安全とは、実際に社会で発生している

さまざまな事故の調査・解析に基づいて、

対策技術の開発、検証を行うものです。そ

のために、トヨタではまず、事故調査や人

間研究のデータを用いて、「なぜ事故が起

きたのか」「どのような原因でけがをした

のか」を解析します。次に、その事故を、さ

まざまなシミュレーションにより再現し、対

策技術を開発します。傷害発生のメカニズ

ムの解明には、トヨタが独自に開発したコ

ンピューター衝突解析用人体全身モデル

「THUMS」等を活用し、精度を高めてい

ます。さらに、実車試験等で確認し、商品化

した後も、「市場での事故調査・解析」とい

うサイクルを回し続け、常に安全性の向上

に努めています。

　コンパティビリティの概念を取り入れ、

２００２年のイストではセルシオとの全方位

の衝突試験を、２００３年のプリウスでは

SUVとの全方位の衝突試験を行ってきま

した。さらなる衝突安全性能の強化に向け

て、２００５年のヴィッツからは速度を従来の

時速５０kmから５５kmに上げ、2トンクラス

車両との全方位の衝突試験を実施。トヨタ

独自の厳しい目標をクリアしています。

SRSツインチャンバーエアバッグ

　乗員保護性能の向上を追求し、※オム

ニサポートコンセプトを取り入れた新しい

エアバッグを世界で初めて開発(助手席

に装着)。エアバッグの形状を二つの袋状

とし、展開直後に乗員を頭・肩などの多面

で受け止め、衝突時の乗員への荷重を分

散させることを狙いとしています。２００５

年夏発売予定のレクサスブランドの新型

車に搭載します。

新しいWILコンセプトシート

　トヨタは、１９７１年にABSを開発するな

ど、予防安全についても積極的に技術開

発と商品化を進めてきました。視覚を支

援する技術、運転負担を軽減する技術、

事故回避を支援する技術を用いて、ドラ

イバーを危険な状況に近づかせないよう

に認知・判断・操作という一連の運転行

動をサポートします。

　これまで独立していたエンジン、ステア

リング、ブレーキ等の制御システムを一つ

のシステムとして機能するように統合制

御し、ドライバーが理想的な運動状態を

維持するために役立つVDIM（Vehicle

Dynamics　Integrated　Managemen-

t）を２００４年7月にクラウンマジェスタに

採用したのをはじめ、ハリアー ハイブリッド、

クルーガー ハイブリッドへと順次採用を拡

大しています。

　また、※アクティブステアリング統合制

御という新機能も加えたものを、２００５年

夏発売予定のレクサスブランドの新型車

に搭載します。

　事故発生前に衝突を予知し、衝突に対

して身構えたり、被害を軽減することを

目的としたシステムです。２００３年に世

界で初めてハリアーで採用。その後も、

レーダーにカメラを加え周辺監視機能を

進化させ、セルシオ、クラウンマジェスタ

に搭載しています。さらに２００５年夏発売

予定のレクサスブランドの新型車にも搭

載します。

　トヨタは、１９９７年１２月のプリウス発売以

降、低速で追突された時に、ヘッドレストを

含むシートバック全体で衝撃を受けとめる

ことにより、乗員の首への衝撃を緩和し、

むち打ちを軽減するWILコンセプトに基

づくシート構造を採用してきました。

　２００５年のヴィッツからは、従来よりも条

件の厳しい時速５０kmの追突事故を想定

した社内試験において、トヨタ独自の目標

をクリアさせています。

VDIM

プリクラッシュセーフティシステム（レーダー方式）

全方位コンパティビリティ

　１９９５年に、世界トップレベルの目標性能

であるGOA（Global　Outstanding As-

sessment）を社内目標として設定し、オ

フセット衝突実験の実施など、他社に先駆

けた取り組みを行ってきました。GOAの基

準は年々厳しくなっており、また衝突形態・

乗員状態・傷害内容のそれぞれの項目にお

ける多様性への対応も進めています。例え

ば、衝突形態では重量や車高の異なる車同

士の衝突時の共存を追求するコンパティビ

リティに代表されるように、さまざまな形態・

条件への対応を進めています。乗員状態

では、従来の代表的な体格と前席を中心に

したものから、体格や年齢、姿勢、席の位置

など、さまざまなパターンを想定したもの

へと発展させています。傷害内容では、む

ち打ちや下肢傷害といったさまざまな傷害

への対応を進めています。

SRSツインチャンバーエアバッグの展開形状

　安全な交通環境の実現、交通事故の削

減のために、トヨタは（社）日本自動車工

業会の活動を通じて、政府に対して積極

的な働きかけを行っています。最近では「す

べての交通参加者が安心して共存できる

ようにする」という基本的な考えの下、「よ

り“人本位”の視点に立った交通安全対

策の実施」に向けて、政策提言を取りまと

めました。また、政府の交通安全基本計

画等の策定に向けて、積極的な働きかけ、

協力を行っていく考えです。

　今後も適正なインフラの構築を目指

し、その結果検証の研究を進めていく

とともに、車とインフラ環境の協調によ

る画期的に安全な交通システムの実現

に向け、その活動に積極的に参画して

いきます。

衝突安全への取り組み

予防安全への取り組み

　交通事故や急病発生時に、自動または

ボタン操作で、ヘルプネットセンターを通じ、

車の位置や車両の情報等、救急救助活動

に必要な情報を迅速に１１０番／１１９番等

に通報。緊急事態発生から通報までの時

間を短縮することで、交通事故死者数の

低減や傷害程度の軽減、二次災害の防止

や渋滞の緩和を図ります。トヨタはこの 

サービスに対応する車載機を２０００年に他

社に先駆けて商品化し、設定車種を順次

拡大してきました。２００５年新たに市場投

入された次世代テレマティクスサービス「G-

BOOK ALPHA」には基本サービスの一

つとして、手動通報タイプのほか、夏以降

に発売する一部の新型車からはエアバッ

グ連動の自動通報タイプが標準装備され

る予定です。

 「交通事故死傷者ゼロ」を目指して  車の安全性向上の取り組み

 交通環境整備に向けた取り組み
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■ 安全な交通社会に向けた総合対策 

　トヨタは、環境負荷や交通事故といっ

た車の持つ負の部分を限りなく小さくす

ることで、住みよい地球と豊かな社会づ

くりに取り組むとともに、移動の自由や楽

しさなどのメリットを最大化することが使

命であると考えています。安全の分野では、

「安全基本理念」のもと、究極の願いで

ある「交通事故死傷者ゼロ」を目指して、

人・クルマ・交通環境の三位一体による

総合的な活動を推進しています。
社
会 

緊急通報サービス「ヘルプネット」

■ 安全基本理念 

① 健康で豊かなモビリティ社会への貢献 

トヨタは常に「人」中心に考え、車を通

して「人」が快適に移動できる交通死

傷者のないモビリティ社会を目指します。

② 社会との協調

グローバル社会の一員として、政府・

自治体などを始め幅広い層と積極的

に協力し交通環境改善、安全意識向

上に努めます。

③ 安全な車両の開発

事故分析に基づき必要な「予防安全」

技術と「衝突安全」技術を世界に先

駆けて開発し、より多くの皆さまに

提供できるよう取り組みます。

交通安全啓発活動

安全技術開発・商品開発 交通環境整備への参画

人 

クルマ 交通環境 

※オムニサポートコンセプト：乗員を多面で受け止め衝突時
の荷重を分散させ、人体への負担を軽減する考え方

※アクティブステアリング統合制御：車両の走行状態に基づき、
バリアブル・ギヤ・レシオ・ステアリングと電動パワーステア
リングを協調制御することで、前輪の切れ角と操舵トルクを
最適に制御。基本となるブレーキ制御との相乗効果で、高い
予防安全性と理想的な運動性能の維持に貢献。

7/1　14：00

　トヨタでは、事故を未然に防ぐための技

術開発や対策を「予防安全」、事故発生後

の被害軽減のための技術開発や対策を「衝

突安全」と呼び、その両面から実安全を追

求しています。

　実安全とは、実際に社会で発生している

さまざまな事故の調査・解析に基づいて、

対策技術の開発、検証を行うものです。そ

のために、トヨタではまず、事故調査や人

間研究のデータを用いて、「なぜ事故が起

きたのか」「どのような原因でけがをした

のか」を解析します。次に、その事故を、さ

まざまなシミュレーションにより再現し、対

策技術を開発します。傷害発生のメカニズ

ムの解明には、トヨタが独自に開発したコ

ンピューター衝突解析用人体全身モデル

「THUMS」等を活用し、精度を高めてい

ます。さらに、実車試験等で確認し、商品化

した後も、「市場での事故調査・解析」とい

うサイクルを回し続け、常に安全性の向上

に努めています。

　コンパティビリティの概念を取り入れ、

２００２年のイストではセルシオとの全方位

の衝突試験を、２００３年のプリウスでは

SUVとの全方位の衝突試験を行ってきま

した。さらなる衝突安全性能の強化に向け

て、２００５年のヴィッツからは速度を従来の

時速５０kmから５５kmに上げ、2トンクラス

車両との全方位の衝突試験を実施。トヨタ

独自の厳しい目標をクリアしています。

SRSツインチャンバーエアバッグ

　乗員保護性能の向上を追求し、※オム

ニサポートコンセプトを取り入れた新しい

エアバッグを世界で初めて開発(助手席

に装着)。エアバッグの形状を二つの袋状

とし、展開直後に乗員を頭・肩などの多面

で受け止め、衝突時の乗員への荷重を分

散させることを狙いとしています。２００５

年夏発売予定のレクサスブランドの新型

車に搭載します。

新しいWILコンセプトシート

　トヨタは、１９７１年にABSを開発するな

ど、予防安全についても積極的に技術開

発と商品化を進めてきました。視覚を支

援する技術、運転負担を軽減する技術、

事故回避を支援する技術を用いて、ドラ

イバーを危険な状況に近づかせないよう

に認知・判断・操作という一連の運転行

動をサポートします。

　これまで独立していたエンジン、ステア

リング、ブレーキ等の制御システムを一つ

のシステムとして機能するように統合制

御し、ドライバーが理想的な運動状態を

維持するために役立つVDIM（Vehicle

Dynamics　Integrated　Managemen-

t）を２００４年7月にクラウンマジェスタに

採用したのをはじめ、ハリアー ハイブリッド、

クルーガー ハイブリッドへと順次採用を拡

大しています。

　また、※アクティブステアリング統合制

御という新機能も加えたものを、２００５年

夏発売予定のレクサスブランドの新型車

に搭載します。

　事故発生前に衝突を予知し、衝突に対

して身構えたり、被害を軽減することを

目的としたシステムです。２００３年に世

界で初めてハリアーで採用。その後も、

レーダーにカメラを加え周辺監視機能を

進化させ、セルシオ、クラウンマジェスタ

に搭載しています。さらに２００５年夏発売

予定のレクサスブランドの新型車にも搭

載します。

　トヨタは、１９９７年１２月のプリウス発売以

降、低速で追突された時に、ヘッドレストを

含むシートバック全体で衝撃を受けとめる

ことにより、乗員の首への衝撃を緩和し、

むち打ちを軽減するWILコンセプトに基

づくシート構造を採用してきました。

　２００５年のヴィッツからは、従来よりも条

件の厳しい時速５０kmの追突事故を想定

した社内試験において、トヨタ独自の目標

をクリアさせています。

VDIM

プリクラッシュセーフティシステム（レーダー方式）

全方位コンパティビリティ

　１９９５年に、世界トップレベルの目標性能

であるGOA（Global　Outstanding As-

sessment）を社内目標として設定し、オ

フセット衝突実験の実施など、他社に先駆

けた取り組みを行ってきました。GOAの基

準は年々厳しくなっており、また衝突形態・

乗員状態・傷害内容のそれぞれの項目にお

ける多様性への対応も進めています。例え

ば、衝突形態では重量や車高の異なる車同

士の衝突時の共存を追求するコンパティビ

リティに代表されるように、さまざまな形態・

条件への対応を進めています。乗員状態

では、従来の代表的な体格と前席を中心に

したものから、体格や年齢、姿勢、席の位置

など、さまざまなパターンを想定したもの

へと発展させています。傷害内容では、む

ち打ちや下肢傷害といったさまざまな傷害

への対応を進めています。

SRSツインチャンバーエアバッグの展開形状

　安全な交通環境の実現、交通事故の削

減のために、トヨタは（社）日本自動車工

業会の活動を通じて、政府に対して積極

的な働きかけを行っています。最近では「す

べての交通参加者が安心して共存できる

ようにする」という基本的な考えの下、「よ

り“人本位”の視点に立った交通安全対

策の実施」に向けて、政策提言を取りまと

めました。また、政府の交通安全基本計

画等の策定に向けて、積極的な働きかけ、

協力を行っていく考えです。

　今後も適正なインフラの構築を目指

し、その結果検証の研究を進めていく

とともに、車とインフラ環境の協調によ

る画期的に安全な交通システムの実現

に向け、その活動に積極的に参画して

いきます。

衝突安全への取り組み

予防安全への取り組み

　交通事故や急病発生時に、自動または

ボタン操作で、ヘルプネットセンターを通じ、

車の位置や車両の情報等、救急救助活動

に必要な情報を迅速に１１０番／１１９番等

に通報。緊急事態発生から通報までの時

間を短縮することで、交通事故死者数の

低減や傷害程度の軽減、二次災害の防止

や渋滞の緩和を図ります。トヨタはこの 

サービスに対応する車載機を２０００年に他

社に先駆けて商品化し、設定車種を順次

拡大してきました。２００５年新たに市場投

入された次世代テレマティクスサービス「G-

BOOK ALPHA」には基本サービスの一

つとして、手動通報タイプのほか、夏以降

に発売する一部の新型車からはエアバッ

グ連動の自動通報タイプが標準装備され

る予定です。

 「交通事故死傷者ゼロ」を目指して  車の安全性向上の取り組み

 交通環境整備に向けた取り組み
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　トヨタは、１９６０年代から交通安全啓発活

動を実施してきました。ドライバー向けの

安全運転講習会や幼児向けの交通安全啓

発活動など、幅広い層に向けた啓発活動

を継続的に実施しています。中でも、１９６９

年に配布を開始した全国の幼稚園児・保

育園児に向けた交通安全絵本は、累計で1

億冊を超えています。

　また、トヨタの海外事業体を通じて世界

各地域で交通安全啓発活動を展開してい

るほか、政策提言など政府に対する働きか

けも行っています。

社
会 

トヨタ ドライバーコミュニケーション

　１９８７年に開始した安全運転講習会で、

車の限界挙動の体験やABSなどの安全

装備の効果、正しい使い方の習得を通じ、

安全運転のレベルアップを図るプログラ

ムです。２００５年4月には、静岡県にある

富士スピードウェイ内に安全運転講習会

を定常的に開催できる施設として、トヨタ

交通安全センター モビリタをオープンし

ました。モビリタは、トヨタ独自の設計で

作られた総面積約１３万㎡の広大な施設で、

多様な実技メニューの設定が可能な１０

万㎡の広大なフラットコースや※低ミュー

路、3つの教室を備える研修棟、迅速なメ

ンテナンスが可能な車両整備場など、質

の高い安全運転講習を提供するための

設備を揃えています。一般・個人向け、企業・

団体向けのいずれのプログラムも、トヨタ

が独自に開発したもので、インストラクタ

ーはトヨタのテストドライバーを養成して

いる講師陣が務めています。

　また、東京臨海副都心の「メガ ウェブ」で

は気軽に参加できる1時間講習を１９９９年

より継続して実施しています。

トヨタ交通安全キャンペーン

　１９６９年に開始され、全国交通安全運動

の期間に連動して、毎年春・秋に、全国の

車両販売店、部品共販店、レンタリース店、

L&F店と協同で、トヨタ交通安全キャンペ

ーンを展開しています。２００４年度の活動

の柱は、次の2つです。

①幼児と保護者向け交通安全啓発

②シートベルト・チャイルドシートの正しい

着用の推進

　２００４年度は全国の幼稚園・保育園の新

入園児を中心に交通安全教材、絵本２６２

万部、紙芝居４．４万部を配布しました。また、

シートベルト・チャイルドシート着用啓発

活動では、その効果や正しい装着方法を

解説した啓発リーフレット約１３３万部を配

布しました。

トヨタ・チャイルドセーフティコミュニケーション

　チャイルドシートの必要性や正しい使

用方法について学ぶ体験型講習会です。

２０００年よりNPO※「子供の安全ネットワー

ク・ジャパン」等と連携し、全国の妊産婦・

保護者を対象に開催しています。２００４年

度末で累計約１，５００人が受講しました。

　交通マナーを守った思いやりのある優

しい運転を自ら実践することが、自動車会

社の一員としての務めであるとの認識から、

「交通安全人間になろう！」を合言葉に、さ

まざまな活動を展開しています。具体的

には、従業員から選出された交通安全   

リーダーを中心に危険予知ミーティングや、

地域と連携し交通安全を呼びかける立哨

活動、初心運転者が安全運転を職場の先

輩と一緒に学ぶことを目的にした「安全

運転ノート」の交換などがあります。

トヨタセーフティスクール

政策提言

海外での交通安全への取り組み

従業員の取り組み

※低ミュー路：滑りやすい路面

横断歩道の渡り方練習 

※子供の安全ネットワーク・ジャパン：全国の産婦人科医・小
児科医を中心に子供の事故防護啓発活動を進める団体

コミュニケーション 
センター 

低ミュー路走行 
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　地域交流・交通安全活動の一環として

豊田市周辺の幼稚園・保育園の子供たち

をトヨタ本社に招き、交通安全意識を高め

る安全教室を１９７５年より毎年開催してい

ます。３０回目となる２００４年度は２３日間開

催し約６，０００人が参加、累計約２０万人を

超えました。参加した園の先生からは「子

どもたちが毎年楽しみにしている。園に

戻ってもしっかり復習させたい」との声を

いただいています。

　１９９９年より毎年、名古屋インターナシ

ョナルスクールの幼稚部の子どもたちを

招き、同様の活動を行っています。

　トヨタの海外事業体では、交通安全啓

発活動を社会貢献の一環として、積極的

に取り組んでいます。取り組みの内容は、

各地域の抱える課題によってさまざまです。

例えば、米国では若年層による交通事故

が多発していることから１５歳から１９歳の

ドライバーを対象とした安全運転講習会

を検討しています。欧州では道路状況の

違いによる事故リスクの調査分析を通じ

た道路の安全基準作りや子どものための

交通安全と救急看護の教本制作と配布を

しています。アジアでは交通安全キャン   

ペーンや交通安全絵画コンテストを通じ

た交通安全教育などを、各種団体と連携

して実施しています。

　「交通事故死傷者ゼロ」を目指すために

は、トヨタの活動のみならず政府・業界等

一体となった取り組みが重要です。トヨタ

は（社）日本自動車工業会の活動を通じ関

係省庁等へ政策提言等を行っています。

　ここ数年では、生涯にわたる体系的な

交通安全教育を充実させていくことが重

要という考えに基づき、特に免許取得前

の高校生年代に対する教育プログラムの

開発と普及体制づくりに取り組みました。

具体的には、２００２年度以降、学校での交

通安全教育のさらなる充実を目指し、有

識者や学校関係者の意見を反映しながら、

高校教師用参考資料「セーフティ・アクシ

ョン２１」を制作・配布するとともに、自動車

教習所での体験セミナーを実施しました。

今後は、高校生年代の体系的な交通安全

教育プログラム開発事業の結果をまとめ、

（社）日本自動車工業会を通じて政策提言

していく考えです。

高校教師用参考資料 
「セーフティ・アクション２１」 

２００４年度配布「幼児交通安全絵本・紙芝居」 

立哨活動 

職場ミーティング 

 交通安全啓発活動の取り組み

“ホワイトロード”キャンペーン（タイ・TMT） 
　乗用車の保有台数が急増しているタ

イでは、交通渋滞が慢性化しているバ

ンコクをはじめ各地で交通安全対策が

急務となっています。中でも、将来ドラ

イバーとなる若い世代に対する早期か

らの交通安全教育はきわめて重要です。

　そこでタイトヨタ（TMT）では、設立

２５周年記念の社会貢献活動の一環と

して、バンコク都庁と共同で１９８８年よ

り“ホワイトロード”交通安全キャンペ

ーンを展開しています。“ホワイトロード”

はタイ語に翻訳すると「安全な道」の

意味。キャンペーンマスコットを使った

テレビCMやグッズ、ポスターなどを通

じて、「安全な道」の大切さを国内各地

で幅広くアピールしています。

　その一環として、２００４年1月には バ

ンコク中心部に「交通公園・ホワイト   

ロード」を開設しました。ここでは、パ

ソコンによるドライビングゲームや、屋

外コースでの自転車の運転実習などに

よって、子どもたちが楽しみながら交通

ルールや交通安全の知識を身に付け

られるようになっています。

　一方、現在のドライバーである大人

世代に対しても、安全運転のマナーや

ルールを紹介したビデオやパンフレッ

トを制作。官庁・学校・各種団体に配布

して広く活用されています。

アジア 

パソコンゲームで交通ルールを学習 

子どもたちに向けた 
交通安全教育を実施 

WBCSDについてはP６２。

グローバル・ロードセーフティ・
イニシアティブ（GRSI）

　WBCSDのSMP（サステイナブル・

モビリティ・プロジェクト）メンバーのう

ちトヨタをはじめとする7社は、２００４年

１２月にGRSP（グローバル・ロード    

セーフティ・パートナーシップ）傘下に「グ

ローバル・ロードセーフティ・イニシア

ティブ（GRSI）」を立ち上げました。こ

れは、5年を期限とする１,０００万ドル規

模の共同プロジェクトで、国際赤十字・

赤新月社連盟（IFRC）内に本部を置く

GRSPの事務局により運営されます。

発展途上国における歩行者の安全や

安全ベルトの使用、交通安全の専門家

育成、交通安全改善のための予備的プ

ログラムを支援する準備資金の提供な

ど、主要な道路交通安全のテーマに重

点的に取り組んでいます。

URL タイトヨタのホームページは 
http://www.toyota.co.th/
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社会側面 地域社会・グローバル社会 Environmental & Social Report 2005

　トヨタは、１９６０年代から交通安全啓発活

動を実施してきました。ドライバー向けの

安全運転講習会や幼児向けの交通安全啓

発活動など、幅広い層に向けた啓発活動

を継続的に実施しています。中でも、１９６９

年に配布を開始した全国の幼稚園児・保

育園児に向けた交通安全絵本は、累計で1

億冊を超えています。

　また、トヨタの海外事業体を通じて世界

各地域で交通安全啓発活動を展開してい

るほか、政策提言など政府に対する働きか

けも行っています。

社
会 

トヨタ ドライバーコミュニケーション

　１９８７年に開始した安全運転講習会で、

車の限界挙動の体験やABSなどの安全

装備の効果、正しい使い方の習得を通じ、

安全運転のレベルアップを図るプログラ

ムです。２００５年4月には、静岡県にある

富士スピードウェイ内に安全運転講習会

を定常的に開催できる施設として、トヨタ

交通安全センター モビリタをオープンし

ました。モビリタは、トヨタ独自の設計で

作られた総面積約１３万㎡の広大な施設で、

多様な実技メニューの設定が可能な１０

万㎡の広大なフラットコースや※低ミュー

路、3つの教室を備える研修棟、迅速なメ

ンテナンスが可能な車両整備場など、質

の高い安全運転講習を提供するための

設備を揃えています。一般・個人向け、企業・

団体向けのいずれのプログラムも、トヨタ

が独自に開発したもので、インストラクタ

ーはトヨタのテストドライバーを養成して

いる講師陣が務めています。

　また、東京臨海副都心の「メガ ウェブ」で

は気軽に参加できる1時間講習を１９９９年

より継続して実施しています。

トヨタ交通安全キャンペーン

　１９６９年に開始され、全国交通安全運動

の期間に連動して、毎年春・秋に、全国の

車両販売店、部品共販店、レンタリース店、

L&F店と協同で、トヨタ交通安全キャンペ

ーンを展開しています。２００４年度の活動

の柱は、次の2つです。

①幼児と保護者向け交通安全啓発

②シートベルト・チャイルドシートの正しい

着用の推進

　２００４年度は全国の幼稚園・保育園の新

入園児を中心に交通安全教材、絵本２６２

万部、紙芝居４．４万部を配布しました。また、

シートベルト・チャイルドシート着用啓発

活動では、その効果や正しい装着方法を

解説した啓発リーフレット約１３３万部を配

布しました。

トヨタ・チャイルドセーフティコミュニケーション

　チャイルドシートの必要性や正しい使

用方法について学ぶ体験型講習会です。

２０００年よりNPO※「子供の安全ネットワー

ク・ジャパン」等と連携し、全国の妊産婦・

保護者を対象に開催しています。２００４年

度末で累計約１，５００人が受講しました。

　交通マナーを守った思いやりのある優

しい運転を自ら実践することが、自動車会

社の一員としての務めであるとの認識から、

「交通安全人間になろう！」を合言葉に、さ

まざまな活動を展開しています。具体的

には、従業員から選出された交通安全   

リーダーを中心に危険予知ミーティングや、

地域と連携し交通安全を呼びかける立哨

活動、初心運転者が安全運転を職場の先

輩と一緒に学ぶことを目的にした「安全

運転ノート」の交換などがあります。

トヨタセーフティスクール

政策提言

海外での交通安全への取り組み

従業員の取り組み

※低ミュー路：滑りやすい路面

横断歩道の渡り方練習 

※子供の安全ネットワーク・ジャパン：全国の産婦人科医・小
児科医を中心に子供の事故防護啓発活動を進める団体

コミュニケーション 
センター 

低ミュー路走行 

7/1　14：00

　地域交流・交通安全活動の一環として

豊田市周辺の幼稚園・保育園の子供たち

をトヨタ本社に招き、交通安全意識を高め

る安全教室を１９７５年より毎年開催してい

ます。３０回目となる２００４年度は２３日間開

催し約６，０００人が参加、累計約２０万人を

超えました。参加した園の先生からは「子

どもたちが毎年楽しみにしている。園に

戻ってもしっかり復習させたい」との声を

いただいています。

　１９９９年より毎年、名古屋インターナシ

ョナルスクールの幼稚部の子どもたちを

招き、同様の活動を行っています。

　トヨタの海外事業体では、交通安全啓

発活動を社会貢献の一環として、積極的

に取り組んでいます。取り組みの内容は、

各地域の抱える課題によってさまざまです。

例えば、米国では若年層による交通事故

が多発していることから１５歳から１９歳の

ドライバーを対象とした安全運転講習会

を検討しています。欧州では道路状況の

違いによる事故リスクの調査分析を通じ

た道路の安全基準作りや子どものための

交通安全と救急看護の教本制作と配布を

しています。アジアでは交通安全キャン   

ペーンや交通安全絵画コンテストを通じ

た交通安全教育などを、各種団体と連携

して実施しています。

　「交通事故死傷者ゼロ」を目指すために

は、トヨタの活動のみならず政府・業界等

一体となった取り組みが重要です。トヨタ

は（社）日本自動車工業会の活動を通じ関

係省庁等へ政策提言等を行っています。

　ここ数年では、生涯にわたる体系的な

交通安全教育を充実させていくことが重

要という考えに基づき、特に免許取得前

の高校生年代に対する教育プログラムの

開発と普及体制づくりに取り組みました。

具体的には、２００２年度以降、学校での交

通安全教育のさらなる充実を目指し、有

識者や学校関係者の意見を反映しながら、

高校教師用参考資料「セーフティ・アクシ

ョン２１」を制作・配布するとともに、自動車

教習所での体験セミナーを実施しました。

今後は、高校生年代の体系的な交通安全

教育プログラム開発事業の結果をまとめ、

（社）日本自動車工業会を通じて政策提言

していく考えです。

高校教師用参考資料 
「セーフティ・アクション２１」 

２００４年度配布「幼児交通安全絵本・紙芝居」 

立哨活動 

職場ミーティング 

 交通安全啓発活動の取り組み

“ホワイトロード”キャンペーン（タイ・TMT） 
　乗用車の保有台数が急増しているタ

イでは、交通渋滞が慢性化しているバ

ンコクをはじめ各地で交通安全対策が

急務となっています。中でも、将来ドラ

イバーとなる若い世代に対する早期か

らの交通安全教育はきわめて重要です。

　そこでタイトヨタ（TMT）では、設立

２５周年記念の社会貢献活動の一環と

して、バンコク都庁と共同で１９８８年よ

り“ホワイトロード”交通安全キャンペ

ーンを展開しています。“ホワイトロード”

はタイ語に翻訳すると「安全な道」の

意味。キャンペーンマスコットを使った

テレビCMやグッズ、ポスターなどを通

じて、「安全な道」の大切さを国内各地

で幅広くアピールしています。

　その一環として、２００４年1月には バ

ンコク中心部に「交通公園・ホワイト   

ロード」を開設しました。ここでは、パ

ソコンによるドライビングゲームや、屋

外コースでの自転車の運転実習などに

よって、子どもたちが楽しみながら交通

ルールや交通安全の知識を身に付け

られるようになっています。

　一方、現在のドライバーである大人

世代に対しても、安全運転のマナーや

ルールを紹介したビデオやパンフレッ

トを制作。官庁・学校・各種団体に配布

して広く活用されています。

アジア 

パソコンゲームで交通ルールを学習 

子どもたちに向けた 
交通安全教育を実施 

WBCSDについてはP６２。

グローバル・ロードセーフティ・
イニシアティブ（GRSI）

　WBCSDのSMP（サステイナブル・

モビリティ・プロジェクト）メンバーのう

ちトヨタをはじめとする7社は、２００４年

１２月にGRSP（グローバル・ロード    

セーフティ・パートナーシップ）傘下に「グ

ローバル・ロードセーフティ・イニシア

ティブ（GRSI）」を立ち上げました。こ

れは、5年を期限とする１,０００万ドル規

模の共同プロジェクトで、国際赤十字・

赤新月社連盟（IFRC）内に本部を置く

GRSPの事務局により運営されます。

発展途上国における歩行者の安全や

安全ベルトの使用、交通安全の専門家

育成、交通安全改善のための予備的プ

ログラムを支援する準備資金の提供な

ど、主要な道路交通安全のテーマに重

点的に取り組んでいます。

URL タイトヨタのホームページは 
http://www.toyota.co.th/
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社会貢献活動～社会とのパートナーシップ 

社会側面 地域社会・グローバル社会 Environmental & Social Report 2005

　トヨタでは、「次代を担う人材育成」の

一環として、海外の教育機関への支援・

連携を図っています。２００５年3月には、

中国の清華大学・公共管理学院内に「研

究センター」を設立しました。

　清華大学は中国の最有力大学。公共管

理学院は公共政策に関する研究・教育機

関で、中国の将来を担う有能な人材を多

く育成しています。新しい研究センター

では9月の新学期から、「産業と公共政策」

「環境問題と持続可能な発展」を主要  

テーマに研究を進めていく計画です。

　清華大学に対してはこれまでも、研究

資金援助のほか、技術講座の開講や共同

研究の実施など、研究活動支援を行って

きました。それらに加えて今回の研究セ

ンター設立により、さらに優秀な学生の

育成や政策研究の進展に寄与しようとす

るものです。

　韓国では、日韓の相互理解を深めるた  

め、日本研究を志す若手研究者を対象に

した研究助成金制度を設け、２００１年5月

～２００４年１１月の期間に２１人の研究者を

助成しました。またソウル国立大学国際

大学院においては、日本や日韓関係を研

究する講座を開設しています。こうした

活動を通じてトヨタは、日本研究の深化・

発展に寄与するとともに、日韓相互理解

を深めるリーダー役の養成にも貢献して

います。

社
会 

エコのもりセミナー

　「エコのもりセミナー」は、「２１世紀の

里山をつくろう！」を合言葉に、（社）日本

環境教育フォーラムとトヨタが共催する

環境教育です。トヨタではこのセミナー

を企業市民としての社会貢献活動の一つ

と位置づけ、豊田市の「トヨタの森」を中

心にさまざまな事業やプログラムを提供

しています。１９９７年の提供開始から２００４

年度末までに、約３,０００人がプログラムに

参加しました。

　主要テーマは「市民参加の森とまちづ

くり」「オルタナティブテクノロジー」「生

活と里山」「エネルギーと物質の循環」。

イベントやシンポジウムの開催、書籍・会報・

ウェブサイトでの発信などを通じて、「森

を軸にした２１世紀の社会システムづくり」

に貢献していきます。

　トヨタでは「社会から信頼されるよき

企業市民」を目指し、創業当初よりさま

ざまな社会貢献活動を行ってきました。

豊かな社会づくりとその持続的な発展の

ため、今後も積極的に社会貢献活動に取

り組んでいきます。

　持続可能な社会づくりに貢献するため、

「次の世代を担う人材の育成と社会的課

題の解決」を柱に活動を推進しています。

　具体的には「教育（人材育成）」「芸術文

化」「環境」「交通安全」の領域や各種ボラ

ンティア活動など。地域の実情に応じて、そ

の他の分野にも取り組みを展開しています。

活動推進体制の強化
　社長を委員長に、関係役員により構成さ

れる「社会貢献活動委員会」。従来は同委

員会のもとに関係各部などが連携して活

動を行っていましたが、２００５年1月より推

進体制を強化しました。中長期方針・年次

方針・年次予算を関係専務以下で審議・承

認するステアリング・コミッティとコミッティ

事務局を新設することにより、活動規模の

拡大、顔の見える活動強化、グローバルな

連携を支える体制の整備を図りました。

■ 社会貢献活動の考え方 

■ 社会貢献基本方針 

■ 活動推進体制 

■ 助成対象内訳（２０００～２００４年度累計） 

基本的な考え方

　グローバルな事業展開の進展、社会か

らのトヨタへの期待の拡大等の状況を踏

まえ、新たな社会貢献基本方針を定めま

した。

　この社会貢献基本方針は「トヨタ基本

理念」、およびその解説である「社会・地

球の持続可能な発展への貢献」の下に位

置づけられ、社会貢献に取り組む目的・取

り組み姿勢・活動範囲を明確にしたもので

す。基本的なテーマに据えたのは、「豊か

な社会の実現とその持続的発展」。トヨタ

ではこの基本方針についてグローバル

に共有を図るとともに、社外にも公開し

てトヨタの考えを訴求していきます。

トヨタ自動車株式会社と関連子会社（以下トヨタ）は、豊かな
社会の実現と、その持続的な発展のため、積極的に社会貢献
活動を推進します。

トヨタは、社会の幅広い層と力を合わせ、持てる資源を有効
に活用しながら、次の世代を担う人材の育成と社会的課題の
解決に向けた社会貢献活動に取り組みます。

トヨタは、社員が一市民として主体的に行う社会貢献活動を
支援します。

トヨタは、社会貢献活動の成果を開示し、広く社会と共有し、
社会の発展に寄与することを目指します。

トヨタは、社会貢献活動基本方針をグローバルに共有し、各国・
各地域の実状に合わせた社会貢献活動を展開します。

トヨタ環境活動助成プログラム

※グローバル５００賞：国連環境計画（UNEP）が「持続可能
な発展」に資する環境保護・改善に功績のあった個人また
は団体を表彰する制度（１９８７～２００３年）。

目　的 

取り組み姿勢 

社員のインボルブメント 

情報開示 

グローバル展開 

活動対象地域 

日本 

北米・中南米 

アジア・太平洋 

欧州 

アフリカ 

その他 

合計 

環境技術 環境教育 計 

2 9 １１ 

3 6 9

１５ １７ ３２ 

0 5 5

0 6 6

0 1 1

２０ ４４ ６４ 

■ ２００４年度助成対象プロジェクト 

プロジェクト名称  活動対象地域 

インド

フィリピン

インドネシア

日本

マリ共和国

ベトナム

カンボジア

インドネシア

エルサルバドル

中国

インド

インド

社会貢献活動委員会  

ステアリング・コミッティ（新設） 

コミッティ事務局（新設） 

関係各部  海外事業体  

1.内外の法およびその精神を遵守し、
オープンでフェアな企業活動を通じて、国
際社会から信頼される企業市民をめざす

2．各国、各地域の文化、慣習を尊重し、地
域に根ざした企業活動を通じて、経済・
社会の発展に貢献する

トヨタ基本理念（抜 粋） 

私たちは、事業活動を行うあらゆる地
域において、独自にまたはパートナー
と協力して、コミュニティの成長と豊か
な社会づくりを目指し、社会貢献活動
を積極的に推進します。

社会・地球の
持続可能な発展への貢献（抜 粋） 

社会貢献基本方針（右表を参照） 

　「トヨタ環境活動助成プログラム」の  

２００４年度助成対象として、１６件のプロ 

ジェクト（総額約1億７,０００万円）が決定

しました。

　このプログラムは、トヨタが１９９９年に 

「※グローバル５００賞」を受賞したのを記

念して開始したものです。「環境技術」と

「環境教育」の2分野で、地域に根ざした

実践的な国内外のプロジェクトを支援し

ています。２００４年度の公募に対しては前

回から倍増の１９６件の申請があり、国内

外の有識者で構成する選考委員会がプ

ロジェクトの実用性・発展性などを基準に

審議を行って、対象プロジェクトを決定し

ました。

　２０００年度に開始して以来5年間で、世

界２６カ国、６４件の支援を行ってきました。

インド・ハリヤナ州学習プロジェクトでのモデル村設置予定地 

「牛が拓く」里山自然公園づくり

内モンゴルアルカリ土壌の改良と乾式脱硫プロセスの普及

安全な水供給のための分散型システムに基づいたコミュニティの実現

農業および生分解可能な廃棄物のコンポスト化

持続可能な河川管理プロジェクト（SCMP）環
境
技
術

 

環
境
教
育

 

マドヤプラデシ州マンドラ県グハリ部族地区における薬用植物の科学
的な栽培、増殖による生物多様性の保全

インド・ハリヤナ州の農村地域における持続可能な開発のための啓発、
能力開発を導く学習プロジェクト

サヘル地域学童への環境教育

メコンデルタ工業地区の参加型環境保護教育

カンボジア持続的農業と農村開発プロジェクト

インドネシアにおける持続可能な開発教育

地域に根ざした環境教育とリーダーの育成

モザンビークモザンビークの村落の学校における持続可能な活動のための教師への研修

インド
グリーンでクリーンなヒマラヤ：良好な環境と持続可能性のための統合
型環境学習プログラム

ケニア
西部ケニア湿地地帯のコミュニティにおける環境衛生保健に関する  
新しい学習プログラム

南アフリカイカンヴァ・ラバントゥ貧困緩和、食料安全確保プログラム

7/1　14：007/8　14：39

 活動理念と体制

 社会貢献活動の主な取り組み

 海外における人材育成

 地球環境の保全

　２００４年度のトヨタおよび主要な連結

子会社を含めたグローバルでの社会貢

献活動実績は約１２０億円となりました。

　分野別に見ると、「教育」分野、「地域

社会」分野が上位を占めています。

　また地域別では、日本、北米での活動

実績が大きく、それにアジアが続きます。

■ グローバルでの２００４年度の分野別実績 

※関連施設の運営および目的が複数の分野にわたる活動は
その他に分類。

交通安全 

※その他 
（博物館、トヨタ記念病院等） 

環境 福祉医療 

芸術文化 

地域社会 

教育 
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　トヨタでは、「次代を担う人材育成」の

一環として、海外の教育機関への支援・

連携を図っています。２００５年3月には、

中国の清華大学・公共管理学院内に「研

究センター」を設立しました。

　清華大学は中国の最有力大学。公共管

理学院は公共政策に関する研究・教育機

関で、中国の将来を担う有能な人材を多

く育成しています。新しい研究センター

では9月の新学期から、「産業と公共政策」

「環境問題と持続可能な発展」を主要  

テーマに研究を進めていく計画です。

　清華大学に対してはこれまでも、研究

資金援助のほか、技術講座の開講や共同

研究の実施など、研究活動支援を行って

きました。それらに加えて今回の研究セ

ンター設立により、さらに優秀な学生の

育成や政策研究の進展に寄与しようとす

るものです。

　韓国では、日韓の相互理解を深めるた  

め、日本研究を志す若手研究者を対象に

した研究助成金制度を設け、２００１年5月

～２００４年１１月の期間に２１人の研究者を

助成しました。またソウル国立大学国際

大学院においては、日本や日韓関係を研

究する講座を開設しています。こうした

活動を通じてトヨタは、日本研究の深化・

発展に寄与するとともに、日韓相互理解

を深めるリーダー役の養成にも貢献して

います。

社
会 

エコのもりセミナー

　「エコのもりセミナー」は、「２１世紀の

里山をつくろう！」を合言葉に、（社）日本

環境教育フォーラムとトヨタが共催する

環境教育です。トヨタではこのセミナー

を企業市民としての社会貢献活動の一つ

と位置づけ、豊田市の「トヨタの森」を中

心にさまざまな事業やプログラムを提供

しています。１９９７年の提供開始から２００４

年度末までに、約３,０００人がプログラムに

参加しました。

　主要テーマは「市民参加の森とまちづ

くり」「オルタナティブテクノロジー」「生

活と里山」「エネルギーと物質の循環」。

イベントやシンポジウムの開催、書籍・会報・

ウェブサイトでの発信などを通じて、「森

を軸にした２１世紀の社会システムづくり」

に貢献していきます。

　トヨタでは「社会から信頼されるよき

企業市民」を目指し、創業当初よりさま

ざまな社会貢献活動を行ってきました。

豊かな社会づくりとその持続的な発展の

ため、今後も積極的に社会貢献活動に取

り組んでいきます。

　２００４年度のトヨタおよび主要な連結

子会社を含めたグローバルでの社会貢

献活動実績は約１２０億円となりました。

　分野別に見ると、「教育」分野、「地域

社会」分野が上位を占めています。

　また地域別の内訳では、販売台数の多

い北米での活動実績が最も大きく、それ

に日本、アジアでの実績が続きます。北米・

アジアでは、現地事業体による取り組み

の割合が大きくなっています。

　持続可能な社会づくりに貢献するため、

「次の世代を担う人材の育成と社会的課

題の解決」を柱に活動を推進しています。

　具体的には「教育（人材育成）」「芸術文

化」「環境」「交通安全」の領域や各種ボラ

ンティア活動など。地域の実情に応じて、そ

の他の分野にも取り組みを展開しています。

活動推進体制の強化
　社長を委員長に、関係役員により構成さ

れる「社会貢献活動委員会」。従来は同委

員会のもとに関係各部などが連携して活

動を行っていましたが、２００５年1月より推

進体制を強化しました。中長期方針・年次

方針・年次予算を関係専務以下で審議・承

認するステアリング・コミッティとコミッティ

事務局を新設することにより、活動規模の

拡大、顔の見える活動強化、グローバルな

連携を支える体制の整備を図りました。

■ 社会貢献活動の考え方 

■ 社会貢献基本方針 

■ 活動推進体制 

■ グローバルでの２００４年度の分野別実績 

■ 助成対象内訳（２０００～２００４年度累計） 

基本的な考え方

　グローバルな事業展開の進展、社会か

らのトヨタへの期待の拡大等の状況を踏

まえ、新たな社会貢献基本方針を定めま

した。

　この社会貢献基本方針は「トヨタ基本

理念」、およびその解説である「社会・地

球の持続可能な発展への貢献」の下に位

置づけられ、社会貢献に取り組む目的・取

り組み姿勢・活動範囲を明確にしたもので

す。基本的なテーマに据えたのは、「豊か

な社会の実現とその持続的発展」。トヨタ

ではこの基本方針についてグローバル

に共有を図るとともに、社外にも公開し

てトヨタの考えを訴求していきます。

トヨタ自動車株式会社と関連子会社（以下トヨタ）は、豊かな
社会の実現と、その持続的な発展のため、積極的に社会貢献
活動を推進します。

トヨタは、社会の幅広い層と力を合わせ、持てる資源を有効
に活用しながら、次の世代を担う人材の育成と社会的課題の
解決に向けた社会貢献活動に取り組みます。

トヨタは、社員が一市民として主体的に行う社会貢献活動を
支援します。

トヨタは、社会貢献活動の成果を開示し、広く社会と共有し、
社会の発展に寄与することを目指します。

トヨタは、社会貢献活動基本方針をグローバルに共有し、各国・
各地域の実状に合わせた社会貢献活動を展開します。

トヨタ環境活動助成プログラム

※グローバル５００賞：国連環境計画（UNEP）が「持続可能
な発展」に資する環境保護・改善に功績のあった個人また
は団体を表彰する制度（１９８７～２００３年）。

※関連施設の運営および目的が複数の分野にわたる活動は
その他に分類。

目　的 

取り組み姿勢 

社員のインボルブメント 

情報開示 

グローバル展開 

活動対象地域 

日本 

北米・中南米 

アジア・太平洋 

欧州 

アフリカ 

その他 

合計 

環境技術 環境教育 計 

2 9 １１ 

3 6 9

１５ １７ ３２ 

0 5 5

0 6 6

0 1 1

２０ ４４ ６４ 

■ ２００４年度助成対象プロジェクト 

プロジェクト名称  活動対象地域 

インド

フィリピン

インドネシア

日本

マリ共和国

ベトナム

カンボジア

インドネシア

エルサルバドル

中国

インド

インド

社会貢献活動委員会  

ステアリング・コミッティ（新設） 

コミッティ事務局（新設） 

関係各部  海外事業体  

交通安全 

※その他 
（博物館、トヨタ記念病院等） 

環境 福祉医療 

芸術文化 

地域社会 

教育 

1.内外の法およびその精神を遵守し、
オープンでフェアな企業活動を通じて、国
際社会から信頼される企業市民をめざす

2．各国、各地域の文化、慣習を尊重し、地
域に根ざした企業活動を通じて、経済・
社会の発展に貢献する

トヨタ基本理念（抜 粋） 

私たちは、事業活動を行うあらゆる地
域において、独自にまたはパートナー
と協力して、コミュニティの成長と豊か
な社会づくりを目指し、社会貢献活動
を積極的に推進します。

社会・地球の
持続可能な発展への貢献（抜 粋） 

社会貢献基本方針（右表を参照） 

　「トヨタ環境活動助成プログラム」の  

２００４年度助成対象として、１６件のプロ 

ジェクト（総額約1億７,０００万円）が決定

しました。

　このプログラムは、トヨタが１９９９年に 

「※グローバル５００賞」を受賞したのを記

念して開始したものです。「環境技術」と

「環境教育」の2分野で、地域に根ざした

実践的な国内外のプロジェクトを支援し

ています。２００４年度の公募に対しては前

回から倍増の１９６件の申請があり、国内

外の有識者で構成する選考委員会がプ

ロジェクトの実用性・発展性などを基準に

審議を行って、対象プロジェクトを決定し

ました。

　２０００年度に開始して以来5年間で、世

界２６カ国、６４件の支援を行ってきました。

インド・ハリヤナ州学習プロジェクトでのモデル村設置予定地 

「牛が拓く」里山自然公園づくり

内モンゴルアルカリ土壌の改良と乾式脱硫プロセスの普及

安全な水供給のための分散型システムに基づいたコミュニティの実現

農業および生分解可能な廃棄物のコンポスト化

持続可能な河川管理プロジェクト（SCMP）環
境
技
術

 

環
境
教
育

 

マドヤプラデシ州マンドラ県グハリ部族地区における薬用植物の科学
的な栽培、増殖による生物多様性の保全

インド・ハリヤナ州の農村地域における持続可能な開発のための啓発、
能力開発を導く学習プロジェクト

サヘル地域学童への環境教育

メコンデルタ工業地区の参加型環境保護教育

カンボジア持続的農業と農村開発プロジェクト

インドネシアにおける持続可能な開発教育

地域に根ざした環境教育とリーダーの育成

モザンビークモザンビークの村落の学校における持続可能な活動のための教師への研修

インド
グリーンでクリーンなヒマラヤ：良好な環境と持続可能性のための統合
型環境学習プログラム

ケニア
西部ケニア湿地地帯のコミュニティにおける環境衛生保健に関する  
新しい学習プログラム

南アフリカイカンヴァ・ラバントゥ貧困緩和、食料安全確保プログラム
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社
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　トヨタでは「交通事故死傷者ゼロ」に

向けて、人・クルマ・交通環境を三位一体

ととらえた総合的な取り組みを進めてい

ます。

　トヨタが交通安全啓発活動への本格

的な取り組みを始めたのは１９６０年代か

らでした。幼児向け教材として交通安全

絵本の配布、一般ドライバーを対象とし

た安全運転講習、シートベルトやチャイ

ルドシート着用啓発など、さまざまな活

動を行ってきました。

　２００５年4月には、トヨタ交通安全セン

ター モビリタを開設するなど、積極的に

交通安全に取り組んでいます。

　トヨタの芸術文化支援活動は、文化基

盤の充実につながることを目的に、｢教育・

育成｣「裾野の拡大」および｢地域文化の

活性化｣に重点を置いた、さまざまな活

動を展開しています。

　主な活動として、アマチュア音楽活動

支援である｢トヨタコミュニティコンサート｣

は、（社）日本アマチュアオーケストラ連

盟と提携し、全国のトヨタ販売会社とと

もに１９８１年から各地で開催しており、地

域文化の活性化をサポートしています。

　また次代を担う振付家の発掘・育成を

目指す｢トヨタコレオグラフィーアワード｣

は、コンテンポラリーダンスなどの舞踊

分野における顕彰事業を、２００１年から世

田谷パブリックシアターと連携して開催

しています。

安全への取り組みについてはP６４～６７。

　トヨタは、２００５年2月２６日～3月5

日の8日間、長野県で行われた「第8

回スペシャルオリンピックス冬季世

界大会」に協賛しました。これは知

的障害者の社会参加と自立を支援

するための国際スポーツ大会で、８０

カ国から３,１５０人の選手と１０,０００人

のボランティアが参加、7つの競技が

行われました。

　トヨタは普通乗用車・ワゴン車など

全部で１３０台の車両を提供、選手や

運営スタッフの移動、荷物の運搬な

どに活用されました。

スペシャルオリンピックスに
車両を提供

被災世帯の泥出しに当たるボランティア 

◎新潟県中越地震 

　新潟県や地元自治体などに対し、

義援金に加えて車両・電気製品・生

活用具などの救援物資、総額４,３００

万円相当の支援を行いました。

◎スマトラ島沖地震・インド洋沿岸 
大津波 

　トヨタ自動車として総額3億１,５００

万円の義援金を拠出しました。全世

界の海外事業体からの独自の支援

を加え、総額にして約5億５４０万円

の義援金と、各種支援物資の提供を

行っています。

２００４年国内外の災害への支援

トヨタコレオグラフィーアワード 

ボランティアセンター

　「トヨタボランティアセンター」では、従

業員とその家族、OBを対象にボランティ

ア活動のサポートを行っています。１９９３

年の開設以来、ボランティアについての

啓発活動や、ボランティアニーズの情報

提供、ボランティアサークルの支援など

に取り組んでいます。

　２００４年度も、障害児（者）やお年寄り

たちとの交流、森林整備、全社（各工場・

事業所）に隣接する道路などのクリーン

活動、災害ボランティア体験など、さまざ

まな活動が展開されました。活動参加者

数は、1年間で延べ２４,１１１人に上りました。

災害ボランティアネット

　「トヨタグループ災害V（ボランティア）

ネット」は、自然災害による被災者・被災

地の自立復興支援を目的に設立されま

した。災害発生時には、行政の広域ボラ

ンティア本部と連携し、本部要員として

被災地のニーズ・情報の収集を行います。

本部からはネットワークを介して登録者

に情報が展開され、迅速なボランティア

活動をサポートしています。

　２００４年7月１７日～１８日、北陸地方は

豪雨に襲われ、大きな被害を受けました。

この「福井豪雨」による被災地の復旧支

援活動に、災害Vネットのボランティアが

参加しました。

　参加したのは同ネットの有志と社員の

有志、延べ５７名。7月２４日（土）と２５日（日）、

福井県今立町で被災世帯の泥出しや清

掃作業に当たり、両日とも円滑かつ無事

に作業を終了しました。

社会側面 地域社会・グローバル社会 

 交通安全  芸術文化支援  ボランティア活動
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■ 自然学校のプログラムの例 

■ 自然学校アクセス簡易マップ 

日 本 

自然 
体験 

● クマ博士と行くツキノワグマウオッチング 
● ギフチョウ復活のためのバタフライガーデンづくり 
● 耕さない田んぼに挑戦 

環境 
技術 

● 燃料電池と森づくり 
● 木質バイオマスペレットづくり 

伝統 
文化 

● 野生蚕の観察と飼育環境づくり 
● 茅葺屋根と土地づくり 
● 加須良古道復活プロジェクト 
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トヨタ白川郷自然学校、4月2日開校 

　トヨタ白川郷自然学校は､地元白川村､日本環境教育フォーラムほか複数の環境NPO､トヨタが三者協働で設立したNPO法人

「白川郷自然共生フォーラム」によって運営されています｡国内外のNPO･NGOと協力関係を築き､自然の叡智を大切に､

地域に根ざした環境教育を広く展開することで､これからの社会に必要な環境意識の向上を目指しています｡ 

「日本一美しい村に､日本一の自然学校」を目指して 

トヨタ白川郷自然学校開校

　２００５年4月2日､岐阜県の最北端､白川

村馬狩地区にトヨタ白川郷自然学校が

開校しました｡開校式で､張社長（当時)は､

「世界遺産の合掌集落や白川郷の文化､

白山麓の豊かな自然に抱かれたこの地に､

自然との共生､地域との共生をテーマに､

大人から子どもまで､ご家族･友人から

団体までどなたでもお気軽にご利用い

ただける開かれた環境教育の場が用意

できたことを喜んでいます」と挨拶し

ました｡

自然学校ならではの環境教育プログラム

と共生プロジェクト

　自然学校では､自然体験､環境技術､

伝統文化の3つの体験学習を軸に､訪問

者が主体的に参加できるプログラムを

用意しています｡また､ブナの森復元プロ

ジェクトや古道復活プロジェクトなど､

「共生」をテーマにプロジェクトを進め､

長い歳月を要する困難な課題にも取り組

んでいます｡継続した活動には､いずれ

も多大な労力と知恵を必要とするため､

一人でも多くの協働者を募っています｡

自然学校の立ち上がり状況

　開校後､多くのお客様に訪れていただき､

１０月末までに約７,０００名（２００５年5月末）

のご利用予約をいただいています｡訪れ

たお客様の中には､プログラム体験で､

絶滅危惧種のギフチョウの孵化を間近に

見て感動されたり､大自然の中で美味しい

料理と温泉にひたり満天の星空を眺め､

ゆったりとした時間を過ごされる方もい

ます｡また､共生プロジェクトの一つである

「耕さなくても収穫できる稲作」に挑戦さ

れるなど､一人ひとりがいろいろな自然と

の接し方で､楽しんでいただいています｡

環境･生活･文化の新しいバランス

　自然学校は､モノづくり工房をはじめ､

２００名が収容可能な催事ホール､１００名が

宿泊できる施設や温泉を備えています｡

また､セミナーハウスは､自然エネルギー

１００%活用の環境教材を目指した建

物で､太陽光･風力発電､雪室冷房など

が取り入れられ､環境技術のショーケー

スとなっています｡

開校式テープカット

地域との共生と新たなる取り組み

　今後､さらに多くのお客様に自然学校

を訪れていただくために､国内外の

NPOやさまざまな分野の方々に協力を

得て､ここでしかできないプログラムを

提供していきたいと考えています｡

　さらにNPO法人「白川郷自然共生

フォーラム」は､エコマップの作成､地域

の木道整備､川の生態系回復､トンネル

残土地の緑化など､NPOとして自然学

校の運営とは直接関与しない､地域に

根ざした活動へも挑戦します｡

マイクロスコープを使ってミクロな世界の美しさに
触れるプログラム

問合せ : トヨタ白川郷自然学校
〒５０１-５６２０ 岐阜県大野郡白川村馬狩２２３
Tel.０５７６９-６-１１８７　Fax.０５７６９-６-１２８７
E-mail: info@eco-inst.jp

http://www.toyota.eco-inst.jpURL

トヨタおよび海外の連結子会社は地域社会の発展に資するべく、各地の実状、ニーズにあわせたきめ細かい活動をNPO等とのパートナー

シップにより幅広く行っています。ここにご紹介する取り組みは、グローバルトヨタとしての社会貢献活動の事例の一部です。

取り組み事例 
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　トヨタでは「交通事故死傷者ゼロ」に

向けて、人・クルマ・交通環境を三位一体

ととらえた総合的な取り組みを進めてい

ます。

　トヨタが交通安全啓発活動への本格

的な取り組みを始めたのは１９６０年代か

らでした。幼児向け教材として交通安全

絵本の配布、一般ドライバーを対象とし

た安全運転講習、シートベルトやチャイ

ルドシート着用啓発など、さまざまな活

動を行ってきました。

　２００５年4月には、トヨタ交通安全セン

ター モビリタを開設するなど、積極的に

交通安全に取り組んでいます。

　トヨタの芸術文化支援活動は、文化基

盤の充実につながることを目的に、｢教育・

育成｣「裾野の拡大」および｢地域文化の

活性化｣に重点を置いた、さまざまな活

動を展開しています。

　主な活動として、アマチュア音楽活動

支援である｢トヨタコミュニティコンサート｣

は、（社）日本アマチュアオーケストラ連

盟と提携し、全国のトヨタ販売会社とと

もに１９８１年から各地で開催しており、地

域文化の活性化をサポートしています。

　また次代を担う振付家の発掘・育成を

目指す｢トヨタコレオグラフィーアワード｣

は、コンテンポラリーダンスなどの舞踊

分野における顕彰事業を、２００１年から世

田谷パブリックシアターと連携して開催

しています。

安全への取り組みについてはP６４～６７。

　トヨタは、２００５年2月２６日～3月5

日の8日間、長野県で行われた「第8

回スペシャルオリンピックス冬季世

界大会」に協賛しました。これは知

的障害者の社会参加と自立を支援

するための国際スポーツ大会で、８０

カ国から３,１５０人の選手と１０,０００人

のボランティアが参加、7つの競技が

行われました。

　トヨタは普通乗用車・ワゴン車など

全部で１３０台の車両を提供、選手や

運営スタッフの移動、荷物の運搬な

どに活用されました。

スペシャルオリンピックスに
車両を提供

被災世帯の泥出しに当たるボランティア 

◎新潟県中越地震 

　新潟県や地元自治体などに対し、

義援金に加えて車両・電気製品・生

活用具などの救援物資、総額４,３００

万円相当の支援を行いました。

◎スマトラ島沖地震・インド洋沿岸 
大津波 

　トヨタ自動車として総額3億１,５００

万円の義援金を拠出しました。全世

界の海外事業体からの独自の支援

を加え、総額にして約5億５４０万円

の義援金と、各種支援物資の提供を

行っています。

２００４年国内外の災害への支援

トヨタコレオグラフィーアワード 

ボランティアセンター

　「トヨタボランティアセンター」では、従

業員とその家族、OBを対象にボランティ

ア活動のサポートを行っています。１９９３

年の開設以来、ボランティアについての

啓発活動や、ボランティアニーズの情報

提供、ボランティアサークルの支援など

に取り組んでいます。

　２００４年度も、障害児（者）やお年寄り

たちとの交流、森林整備、全社（各工場・

事業所）に隣接する道路などのクリーン

活動、災害ボランティア体験など、さまざ

まな活動が展開されました。活動参加者

数は、1年間で延べ２４,１１１人に上りました。

災害ボランティアネット

　「トヨタグループ災害V（ボランティア）

ネット」は、自然災害による被災者・被災

地の自立復興支援を目的に設立されま

した。災害発生時には、行政の広域ボラ

ンティア本部と連携し、本部要員として

被災地のニーズ・情報の収集を行います。

本部からはネットワークを介して登録者

に情報が展開され、迅速なボランティア

活動をサポートしています。

　２００４年7月１７日～１８日、北陸地方は

豪雨に襲われ、大きな被害を受けました。

この「福井豪雨」による被災地の復旧支

援活動に、災害Vネットのボランティアが

参加しました。

　参加したのは同ネットの有志と社員の

有志、延べ５７名。7月２４日（土）と２５日（日）、

福井県今立町で被災世帯の泥出しや清

掃作業に当たり、両日とも円滑かつ無事

に作業を終了しました。

社会側面 地域社会・グローバル社会 

 交通安全  芸術文化支援  ボランティア活動

71

■ 自然学校のプログラムの例 

■ 自然学校アクセス簡易マップ 
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伝統 
文化 

● 野生蚕の観察と飼育環境づくり 
● 茅葺屋根と土地づくり 
● 加須良古道復活プロジェクト 
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トヨタ白川郷自然学校開校

　２００５年4月2日､岐阜県の最北端､白川

村馬狩地区にトヨタ白川郷自然学校が

開校しました｡開校式で､張社長（当時)は､

「世界遺産の合掌集落や白川郷の文化､

白山麓の豊かな自然に抱かれたこの地に､

自然との共生､地域との共生をテーマに､

大人から子どもまで､ご家族･友人から

団体までどなたでもお気軽にご利用い

ただける開かれた環境教育の場が用意

できたことを喜んでいます」と挨拶し

ました｡

自然学校ならではの環境教育プログラム

と共生プロジェクト

　自然学校では､自然体験､環境技術､

伝統文化の3つの体験学習を軸に､訪問

者が主体的に参加できるプログラムを

用意しています｡また､ブナの森復元プロ

ジェクトや古道復活プロジェクトなど､

「共生」をテーマにプロジェクトを進め､

長い歳月を要する困難な課題にも取り組

んでいます｡継続した活動には､いずれ

も多大な労力と知恵を必要とするため､

一人でも多くの協働者を募っています｡

自然学校の立ち上がり状況

　開校後､多くのお客様に訪れていただき､

１０月末までに約７,０００名（２００５年5月末）

のご利用予約をいただいています｡訪れ

たお客様の中には､プログラム体験で､

絶滅危惧種のギフチョウの孵化を間近に

見て感動されたり､大自然の中で美味しい

料理と温泉にひたり満天の星空を眺め､

ゆったりとした時間を過ごされる方もい

ます｡また､共生プロジェクトの一つである

「耕さなくても収穫できる稲作」に挑戦さ

れるなど､一人ひとりがいろいろな自然と

の接し方で､楽しんでいただいています｡

環境･生活･文化の新しいバランス

　自然学校は､モノづくり工房をはじめ､

２００名が収容可能な催事ホール､１００名が

宿泊できる施設や温泉を備えています｡

また､セミナーハウスは､自然エネルギー

１００%活用の環境教材を目指した建

物で､太陽光･風力発電､雪室冷房など

が取り入れられ､環境技術のショーケー

スとなっています｡

開校式テープカット

地域との共生と新たなる取り組み

　今後､さらに多くのお客様に自然学校

を訪れていただくために､国内外の

NPOやさまざまな分野の方々に協力を

得て､ここでしかできないプログラムを

提供していきたいと考えています｡

　さらにNPO法人「白川郷自然共生

フォーラム」は､エコマップの作成､地域

の木道整備､川の生態系回復､トンネル

残土地の緑化など､NPOとして自然学

校の運営とは直接関与しない､地域に

根ざした活動へも挑戦します｡

マイクロスコープを使ってミクロな世界の美しさに
触れるプログラム

問合せ : トヨタ白川郷自然学校
〒５０１-５６２０ 岐阜県大野郡白川村馬狩２２３
Tel.０５７６９-６-１１８７　Fax.０５７６９-６-１２８７
E-mail: info@eco-inst.jp
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トヨタおよび海外の連結子会社は地域社会の発展に資するべく、各地の実状、ニーズにあわせたきめ細かい活動をNPO等とのパートナー
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在日ブラジル人の整備士育成 
（日本・TMC、ブラジル・TDB） 

　日本には現在、約２７万人の在日ブラ

ジル人が暮らしており、そのうち約5

万人の若者が就学適齢期を迎えてい

ます。トヨタはこのような状況にかん

がみ、人材育成こそが社会貢献の第

一歩であると考え、１９９９年に「在日ブ

ラジル人自動車整備工養成コース」

をトヨタ名古屋整備専門学校内に開設

しました。

　生徒の募集に際しては、在日ブラジル

人学校にポスターを貼り出したり、テレ

ビCMや携帯電話サイト開設など、広く

募集を呼びかけるとともに、ブラジル

大使館や在名古屋ブラジル総領事館

にも協力を要請しました。

　開設以来、１０２名の生徒が卒業し、整

備技術を習得しています。卒業生の多

くは帰国後、トヨタの販売店を始めと

する自動車関連産業に就職。即戦力と

なる卒業生たちの活躍は現地の販売

店からも高い評価を得ています。

　卒業生の一人、4期生のカルロス＝

ナカツギさんは、トヨタグループの技術

者を対象とした技能コンテストにおいて、

ブラジルの最優秀整備士に選ばれま

した。２００５年4月には、全世界の優秀な

トヨタの整備士を表彰する大会へ出席

するため来日し、代表スピーチを行いま

した。また、帰国後も勉強を続け、さら

なる専門性を修得しようとしている卒

業生もいます。

ポルトガル語での授業を実施

実践的な技術を早期に修得

１９９９年の開設以来

優秀な人材を多数輩出

　ブラジルの将来を担う若者を対象に、トヨタ名古屋整備専門学校内にポルトガル語による自動車整備工養成コースを開設。

１９９９年の開設以来、数多くのブラジル人自動車整備士を輩出してきました。卒業生の多くは、帰国後ブラジルの自動車関連

産業で活躍しています。 

　日本で暮らすブラジル人の多くの若

者は言葉が大きな障壁となり、日本の

学校への転校、進学、就職が難しいのが

現状です。そこで本コース開設にあたり、

ブラジルトヨタ（TDB）から現地技術者

を講師として招へいし、授業をすべてポ

ルトガル語で行うとともに、現地の自動

車事情に即した講義を行うなど、ニーズ

に即した教育プログラムを実践しています。

　コース期間は1年間。トヨタグループの

人材教育システムや最新設備を活用して

行われ、修了後は日本の3級整備士資格

と同等以上の技術を修得できます。

　「このコースには大きな社会的な意義

があります」。講師を務めるTDBのマルセ

ロ＝ハラグチは言います。来日したため

ブラジルで十分な教育を受けていない

在日ブラジル人の多くにとって、帰国後

に仕事を見つけるのはたやすくありま

せん。そこでTDBは、卒業生をトヨタの

販売店に紹介。約半分がトヨタ販売店に

就職します。帰国後就業の機会を提供す

るという意味で、このコースは大きな役割

を果たしているのです。

　生徒のほとんどは来日してから工場

などで働いた経験を持ち、帰国後の就職

を考えコースに応募します。同コースで

学ぶクレベル＝キクナガさんは、「講義

のすべてが実践的で役立つ」と言います。

「卒業後は帰国してトヨタの販売店で働

くことが夢。もっと勉強して、すぐれた整

備士になりたい」とキクナガさんは抱負

を語ります。

　こうしたプロ意識を持った実践的な

技術の修得に加えて、自主性や創造力、

リーダーシップの養成にも努めるなど、

真の実力を持ったスペシャリストとして、

ブラジルの将来を担う人材育成を目標

としています。

　日本とブラジルの懸け橋になるべく、

トヨタではこれからも教育機会を提供し

ていきたいと考えています。

現在２０人の在日ブラジル人が学んでいる 

熱心に講義に耳を傾ける生徒たち 

コースには実技も豊富に取り入れられている 
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NPOの地雷除去活動を支援（タイ/カンボジア・TMT、TMC） 

　タイトヨタ（TMT）およびトヨタでは、タイ・カンボジアの元戦闘地域で地雷除去活動に取り組んでいるNPO「人道目的の

地雷除去支援の会（JAHDS［ジャッズ］）」への支援を行っています。資金や車両といった“ハード”、知恵やノウハウといった

“ソフト”の提供を通じて、地元地域の復興に貢献しています。 

企業としての“強み”を生かした多面的な貢献 

除去された地雷を前に子どもたちに説明するJAHDSのメンバー 

サドック・コック・トム寺院プロジェクト完工式 

　JAHDSは、人道目的の地雷除去活

動を支援するため、１９９８年に設立され

ました。日本のNPOとしては初めて、国

連・国際機関・NGO・被災地の人々と連

携しながら、自らの手で地雷除去活動に

取り組んでいます。同時に、被災国の人々

自身が地雷除去活動を行えるようにす

るための支援も行っています。人々に

地雷の問題を知ってもらうための、内外

への広報活動も重要な仕事です。

　JAHDSの活動には、幅広い民間企

業が、資金はもとより、技術・製品・ネット

ワークなどの面で支援をしており、

NPOと民間企業との協働モデルとして

世界でも類を見ないと、国連や国際機

関からも高い評価を得ています。

国際的評価の高いJAHDSの活動

JAHDSの活動を多面的に支援

　現在、JAHDSの活動を支援している

企業は約50社。トヨタはそのうちの1

社として設立初期から参加しています。

　JAHDSを支援する企業の多くは、資

金援助だけでなく、それぞれの企業の“強

み”を生かした支援を行っているのが特

徴です。例えば、電子メーカー数社が共

同で、地中の物体を可視化する新型地

雷探知機「マイン・アイ」を開発し、地雷

除去効率の向上に貢献しました。

　トヨタの強みはもちろんクルマ。地雷

が埋まっている場所やその周辺は悪路が

多く、クルマで機材等を運べなければ地

雷除去活動はできません。そこでトヨタ

では4WD車を提供。機材や人の運搬

だけでなく、事故が起きれば救急車とし

てけが人を運ぶなど、JAHDSの日々の

活動に欠かせないものとなっています。

　JAHDSのもう一つの特徴は、現役・

OBを含め多くの企業人が運営にかか

わっている点です。高い理想・理念を具

現化し継続するには、企業人がもつ長

年の実務経験と幅広い人脈が役立ち 

ます。理事会を補佐してJAHDSの運

営方針などに助言を与える「審議委員会」

の委員も、各企業からのメンバーで構

成されています。この審議委員として、

活動初期からトヨタ従業員も参加。黒 

子的な役目ながら、企業人のノウハウを

運営に生かすべく、情熱をもって任に当

たっています。

最終目的は地雷除去後の経済復興

　JAHDSは、２００２年１２月～２００４年  

1月の間、タイのサドック・コック・トム寺

院周辺で地雷除去を実施。２００４年7月

からはタイ・カンボジア・ラオスの国境が

交わるカオ・プラヴィーハン地域で活動

しています。

　どちらも歴史的に貴重なクメール遺

跡のある、いわば公益性の高い場所。こ

うした場所の地雷を除去することは、ア

ジアの歴史文化を尊重することであり、

観光資源の開発にもつながります。実際、

現在のサドック・コック・トムには多くの人々

が訪れ、遺跡の修復も進んでいます。カ

オ・プラヴィーハン地域は地雷除去後に、

子供たちが自然や歴史を学べるエコ  

パークとして整備される予定です。

　そうした地雷除去後の経済復興に取

り組むのが、地元タイのMOM（モム）と

いうNPOです。JAHDSは地雷除去に

専念し、後の経済復興は地元NPOにバ

トンタッチする。この協力関係のもと、

JAHDSは元戦闘地域の経済復興に大

きく寄与しているのです。

　JAHDSの活動は、２００４年、タイのガ

ラヤニー王女からの祝福やタイ外務省

の謝辞を受けるなど、現地の人々から

も歓迎され、期待されています。

カオ・プラヴィーハン 
タイ 

カンボジア 

ラオス 

サドック・コック・トム寺院 
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在日ブラジル人の整備士育成 
（日本・TMC、ブラジル・TDB） 

　日本には現在、約２７万人の在日ブラ

ジル人が暮らしており、そのうち約5

万人の若者が就学適齢期を迎えてい

ます。トヨタはこのような状況にかん

がみ、人材育成こそが社会貢献の第

一歩であると考え、１９９９年に「在日ブ

ラジル人自動車整備工養成コース」

をトヨタ名古屋整備専門学校内に開設

しました。

　生徒の募集に際しては、在日ブラジル

人学校にポスターを貼り出したり、テレ

ビCMや携帯電話サイト開設など、広く

募集を呼びかけるとともに、ブラジル
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する自動車関連産業に就職。即戦力と

なる卒業生たちの活躍は現地の販売
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ナカツギさんは、トヨタグループの技術
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トヨタの整備士を表彰する大会へ出席

するため来日し、代表スピーチを行いま

した。また、帰国後も勉強を続け、さら

なる専門性を修得しようとしている卒
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を講師として招へいし、授業をすべてポ
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などで働いた経験を持ち、帰国後の就職

を考えコースに応募します。同コースで

学ぶクレベル＝キクナガさんは、「講義

のすべてが実践的で役立つ」と言います。

「卒業後は帰国してトヨタの販売店で働

くことが夢。もっと勉強して、すぐれた整

備士になりたい」とキクナガさんは抱負

を語ります。

　こうしたプロ意識を持った実践的な

技術の修得に加えて、自主性や創造力、

リーダーシップの養成にも努めるなど、

真の実力を持ったスペシャリストとして、

ブラジルの将来を担う人材育成を目標

としています。

　日本とブラジルの懸け橋になるべく、

トヨタではこれからも教育機会を提供し

ていきたいと考えています。

現在２０人の在日ブラジル人が学んでいる 
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　タイトヨタ（TMT）およびトヨタでは、タイ・カンボジアの元戦闘地域で地雷除去活動に取り組んでいるNPO「人道目的の

地雷除去支援の会（JAHDS［ジャッズ］）」への支援を行っています。資金や車両といった“ハード”、知恵やノウハウといった

“ソフト”の提供を通じて、地元地域の復興に貢献しています。 

企業としての“強み”を生かした多面的な貢献 

除去された地雷を前に子どもたちに説明するJAHDSのメンバー 

サドック・コック・トム寺院プロジェクト完工式 

　JAHDSは、人道目的の地雷除去活

動を支援するため、１９９８年に設立され

ました。日本のNPOとしては初めて、国

連・国際機関・NGO・被災地の人々と連

携しながら、自らの手で地雷除去活動に

取り組んでいます。同時に、被災国の人々

自身が地雷除去活動を行えるようにす

るための支援も行っています。人々に

地雷の問題を知ってもらうための、内外

への広報活動も重要な仕事です。

　JAHDSの活動には、幅広い民間企

業が、資金はもとより、技術・製品・ネット

ワークなどの面で支援をしており、

NPOと民間企業との協働モデルとして

世界でも類を見ないと、国連や国際機

関からも高い評価を得ています。

国際的評価の高いJAHDSの活動

JAHDSの活動を多面的に支援

　現在、JAHDSの活動を支援している

企業は約50社。トヨタはそのうちの1

社として設立初期から参加しています。

　JAHDSを支援する企業の多くは、資

金援助だけでなく、それぞれの企業の“強

み”を生かした支援を行っているのが特

徴です。例えば、電子メーカー数社が共

同で、地中の物体を可視化する新型地

雷探知機「マイン・アイ」を開発し、地雷

除去効率の向上に貢献しました。

　トヨタの強みはもちろんクルマ。地雷

が埋まっている場所やその周辺は悪路が

多く、クルマで機材等を運べなければ地

雷除去活動はできません。そこでトヨタ

では4WD車を提供。機材や人の運搬

だけでなく、事故が起きれば救急車とし

てけが人を運ぶなど、JAHDSの日々の

活動に欠かせないものとなっています。

　JAHDSのもう一つの特徴は、現役・

OBを含め多くの企業人が運営にかか

わっている点です。高い理想・理念を具

現化し継続するには、企業人がもつ長

年の実務経験と幅広い人脈が役立ち 

ます。理事会を補佐してJAHDSの運

営方針などに助言を与える「審議委員会」

の委員も、各企業からのメンバーで構

成されています。この審議委員として、

活動初期からトヨタ従業員も参加。黒 

子的な役目ながら、企業人のノウハウを

運営に生かすべく、情熱をもって任に当

たっています。

最終目的は地雷除去後の経済復興

　JAHDSは、２００２年１２月～２００４年  

1月の間、タイのサドック・コック・トム寺

院周辺で地雷除去を実施。２００４年7月

からはタイ・カンボジア・ラオスの国境が

交わるカオ・プラヴィーハン地域で活動

しています。

　どちらも歴史的に貴重なクメール遺

跡のある、いわば公益性の高い場所。こ

うした場所の地雷を除去することは、ア

ジアの歴史文化を尊重することであり、

観光資源の開発にもつながります。実際、

現在のサドック・コック・トムには多くの人々

が訪れ、遺跡の修復も進んでいます。カ

オ・プラヴィーハン地域は地雷除去後に、

子供たちが自然や歴史を学べるエコ  

パークとして整備される予定です。

　そうした地雷除去後の経済復興に取

り組むのが、地元タイのMOM（モム）と

いうNPOです。JAHDSは地雷除去に

専念し、後の経済復興は地元NPOにバ

トンタッチする。この協力関係のもと、

JAHDSは元戦闘地域の経済復興に大

きく寄与しているのです。

　JAHDSの活動は、２００４年、タイのガ

ラヤニー王女からの祝福やタイ外務省

の謝辞を受けるなど、現地の人々から

も歓迎され、期待されています。
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芸術のサマーキャンプ支援（米国・TMMK） 

北 米 

　米国においては、全国規模の社会貢

献活動だけでなく、特定地域に密着した

活動にも積極的に取り組んでいます。

Toyota Motor Manufacturing, Kentucky, 

Inc.（TMMK）が行っている「ケンタッ 

キー州知事アート・スクール」への支援  

は、後者の一例です。これは、芸術分野

の能力に優れた高校生の才能を伸ばす

ためのサマーキャンプで、非営利団体

ケンタッキー・アート・センターが１９８７

年に設立。運営には州政府や民間企業

の支援を得ています。

　州内の高校を一つひとつ支援するの

は無理でも、州全域から集まった学生に

能力向上の場を提供するプログラムに

なら貢献できる－そんな思いから

TMMKは１９９１年より支援を始めました。

以来、２００４年夏までに３,０００名の学生

が学んでいます。

　毎年多数の応募者の中から２２５名を

選出。ケンタッキー州レキシントン市の

会場で約3週間にわたり、それぞれの選

択分野の集中講義や指導が行われます。

科目は建築・文章表現・ダンス・演劇・器楽・

ミュージカル・美術・声楽の8科目。一流

の講師陣による熱心な講義と指導が行

われ、毎年、数多くのアーティストの卵

たちが生まれています。

　毎年、参加した学生やその親たちか

らは、「人生を変えるような体験ができた」

といった感謝の手紙が多数寄せられて

います。また、キャンプ参加者の公演が

年間を通してケンタッキー州各地で開

催されるようになるなど、本アート・ス 

クールの支援活動は地元に根ざした芸

術活動として実を結んでいます。

参加者による作品展示会 

　西アフリカ・ギニア南東部に位置す  

るボッソウの熱帯林は、野生のチンパン

ジーが生息する貴重な地帯です。同地

におけるチンパンジーの調査研究等を

支援するため、トヨタは２００４年１１月、ギ

ニア国立ボッソウ環境研究所に四輪駆

動車1台を寄贈しました。

　ボッソウの森は世界自然遺産・ニンバ

山の西に位置しますが、間をサバンナで

隔てられているため、チンパンジー生息

域は孤立状態にあります。そこで、両者

を植林でつなぎ、チンパンジーたちを救

おうという「緑の回廊」計画が進んでい

ます。調査研究で協力関係にあるボッソ

ウ環境研究所と日本の京都大学霊長類

研究所が、推進役となっています。

　この計画については、トヨタ提供のTV

番組「素敵な宇宙船地球号」でも取り上

げられましたが、その番組制作にもご協

力いただいたのが、京大霊長研の松沢

哲郎教授。その松沢教授が、以前にトヨタ

財団のプロジェクト審査委員を務めた縁

もあって、ボッソウで活用できる車両の

提供をトヨタに依頼してこられたのです。

　松沢教授の仲立ちによりボッソウ環境

研究所に寄贈された四輪駆動車は、「緑

の回廊」計画の推進にも一役買っており、

これからも、ギニアにおける野生チンパ

ンジーの調査研究や保護活動に広く利

用されることになっています。

西アフリカの大型類人猿保護（ギニア・TMC） 

アフリカ 

ボッソウのチンパンジーたち 

寄贈された四輪駆動車と松沢教授（左） 

子どもの技術・環境教育支援（英国・TMUK） 

熱心にクルマを組み立てる子どもたち 

グループごとにクルマの環境性能などを競う 

欧 州 

　Toyota Motor Manufacturing （UK） Ltd.

（TMUK）は２０００年から国内の技術者不

足に対応し、技術教育活動を行うNPOの

活動に参加しており、3人のエンジニアが

地域の学校で課外活動を支援しています。

　この経験に基づき、環境保全や地域社

会に貢献するため、「トヨタ・テクノロジー・

チャレンジ」というコンテストを企画しまし

た。この環境に配慮した技術コンテストの

狙いは、子どもたちに、科学技術への興味

を持ち、環境配慮やリサイクル材活用の可

能性について意識を高めてもらうことです。

　コンテストでは１１～１６歳の子どもたち

がグループを作り、太陽電池やマイクロ

コンピューターを使って環境に配慮した

クルマを設計、制作します。参加グループ

には、クルマの組み立てキットが支給さ

れます。これを基にさまざまに工夫し、環

境に配慮して、高性能で独自色を出した

クルマに改善するのです。

　このコンテストは、２００３年度に販売代

理店本社や工場のある3地域で試行し、

成功を収めました。２００４年度は、欧州

トヨタ社会貢献基金の支援により、全国

の中学校・高校に対象を拡大しました。

　２００４年度のコンテストはギリシャの

トヨタヘラスと連携して開催しており、

環境に配慮した技術に対する意識啓発

をコンセプトにしています。すでに全国

の２５０以上のグループから応募がありま

した。優勝グループには賞金１,０００ポンド

とギリシャ旅行が贈られます。

砂漠化防止プロジェクト（中国・TMC） 

　中国の砂漠化抑制のために、トヨタで

は中国科学院や豊寧満族自治県林業局、

NPO地球緑化センター（本部・東京）と

共同で、植林や環境保全など、国家規模

の砂漠化防止プロジェクトを多岐にわた

り支援しています。

　植林を進めている河北省豊寧県は、

北京からわずか１８０km離れた地域で北

京市民の水がめの1つですが、現在もな

お砂漠化が進行しています。２００１年か

ら3年にわたる第1期では、１,５００haの

植林を実施、まったくの砂漠だった場所

に緑が回復しました。

　２００４年からの第2期では、同地域に

さらに１,０００haに及ぶ植林を進めると

ともに、再砂漠化を防ぐための取り組み

にも着手。植林地域を対象に、果樹や薬

草などの栽培を行い、地域住民が植林

地を積極的に利用できる仕組みづくり

を実践します。

　さらに第2期からの新たなプロジェク

トとして、砂漠化の一因とされる家畜の

過放牧や薪の過伐採に関して、モデル

農家を設定して家畜と人のふん尿を利

用するメタンガス施設を建設、環境負荷

低減に向けた実証実験を行うなど、緑化

に向けたさまざまな取り組みを実施し

ています。

アジア 

植林前 

植林後 
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芸術のサマーキャンプ支援（米国・TMMK） 

北 米 

　米国においては、全国規模の社会貢
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　ボッソウの森は世界自然遺産・ニンバ

山の西に位置しますが、間をサバンナで

隔てられているため、チンパンジー生息

域は孤立状態にあります。そこで、両者
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（TMUK）は２０００年から国内の技術者不

足に対応し、技術教育活動を行うNPOの

活動に参加しており、3人のエンジニアが

地域の学校で課外活動を支援しています。
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には、クルマの組み立てキットが支給さ

れます。これを基にさまざまに工夫し、環

境に配慮して、高性能で独自色を出した

クルマに改善するのです。

　このコンテストは、２００３年度に販売代

理店本社や工場のある3地域で試行し、

成功を収めました。２００４年度は、欧州

トヨタ社会貢献基金の支援により、全国

の中学校・高校に対象を拡大しました。
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砂漠化防止プロジェクト（中国・TMC） 

　中国の砂漠化抑制のために、トヨタで

は中国科学院や豊寧満族自治県林業局、

NPO地球緑化センター（本部・東京）と

共同で、植林や環境保全など、国家規模

の砂漠化防止プロジェクトを多岐にわた

り支援しています。

　植林を進めている河北省豊寧県は、

北京からわずか１８０km離れた地域で北

京市民の水がめの1つですが、現在もな

お砂漠化が進行しています。２００１年か

ら3年にわたる第1期では、１,５００haの

植林を実施、まったくの砂漠だった場所

に緑が回復しました。

　２００４年からの第2期では、同地域に

さらに１,０００haに及ぶ植林を進めると

ともに、再砂漠化を防ぐための取り組み

にも着手。植林地域を対象に、果樹や薬

草などの栽培を行い、地域住民が植林

地を積極的に利用できる仕組みづくり

を実践します。

　さらに第2期からの新たなプロジェク

トとして、砂漠化の一因とされる家畜の

過放牧や薪の過伐採に関して、モデル

農家を設定して家畜と人のふん尿を利

用するメタンガス施設を建設、環境負荷

低減に向けた実証実験を行うなど、緑化

に向けたさまざまな取り組みを実施し

ています。
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トヨタ会館の役割りと来訪者の実績 

　トヨタが海外事業体で行う「環

境･教育」を中心とした社会貢

献活動や国際交流プログラム

のほか､各地でトヨタ系財団が

さまざまな事業･研究を助成し

ています｡ 

コンサルティングとトヨタの今を 
紹介するアムラックス東京 

　２００４年度､約１７０万人もの来場者を迎

えたアムラックス東京（豊島区）は､お客様

一人ひとりとクルマの購入相談をする

コンサルティング機能をはじめ､トヨタの

企業活動PR機能の一層の強化を重点に

取り組んでいます｡２００４年7月､ユニバー

サルデザインコーナーを新設し､２００５年

3月には､安全、モータースポーツ、愛･地

球博などの各展示コーナーを一新するなど､

メーカーショールームとして「トヨタの新

技術」「トヨタの今」を紹介しています｡

■ 世界8カ国の 
　 トヨタ系財団 

■ その他の展示施設 

・トヨタ鞍ヶ池記念館 

※２００４年実績 

完成：１９７４年9月　来場者数：※5万８３３人 
所在地：愛知県豊田市池田町 
 ・トヨタ博物館 

完成：１９８９年4月　来場者数：※１８万９,６４６人 
所在地：愛知県愛知郡長久手町 
 ・産業技術記念館 

完成：１９９４年6月(トヨタグループ１３社が共同して設立) 
来場者数：※１３万６,５６５人 
所在地：愛知県名古屋市西区 
 

財 団 名 称  設  立 

　トヨタは「国際社会から信頼される企業

市民」を目指し､社会貢献活動の積極的な

展開を図るとともに､多くの文化施設を基

点に､ビジョン､企業活動､環境への取り組

みなどを広く紹介しています｡また､各種

イベント､プログラムを通してお客様との

交流の機会を設け､地域社会との親交を

深めています｡

　愛･地球博の開催にあわせ､豊田市に

ある企業展示館「トヨタ会館」の全面改装

工事を完了し､２００５年2月１６日リニューアル

オープンしました｡トヨタ会館は､トヨタの

クルマづくりの考え方や自動車関連技術

を紹介する企業展示館として１９７７年に設立｡

小学生から大人まで国内外の幅広いお客

様､延べ１,２００万人の見学者を受け入れ､

トヨタおよび自動車産業についての理解

促進に努めています｡今回の改装では､

ハイブリッドカーの進化とトヨタが目指す

豊かなモビリティ社会の紹介をはじめ､生産

ラインの模型を利用した「トヨタ生産方式」

の紹介､レクサスブランドの本格的ショー

ルームの新設など､２１世紀を見据えた

トヨタの取り組みやビジョン､最新の自動

車関連技術を､大人から子どもまで､楽しく､

わかりやすく体験できる展示としました｡

　また､万博期間中は､海外からの来訪者

増加に対応できるよう､会館案内リーフレ

ットを従来の「日･英･中」に加え､「韓･仏･

西」の6カ国語対応とするとともに､元町､

堤､高岡の3工場を公開｡組立工程と溶接

工程を公開するなど､見学内容の充実を

図っています｡

　２００４年は会館に３４万６,０００人の来訪

者を迎え､１９９９年以降6年連続３０万人以

上を記録しています｡そのうち工場見学者

は１５万７,０００人で､中でも小学5年生の社

会科見学コースとして多数の来場者があり､

小学生だけで約8万人を数えています｡ま

た､海外からの来客は約3万人で､中でも

２００３年後半より韓国からの来客が急増し､

中国を抜いて最大の来訪国となっています｡

■ ２００４年工場来訪者状況 

・一般 他 １５％ 
 （-１,３３０人） 

・政府行政関係 １％ 

・販売店 ２％（-１,５８６人） 

・その他学生 ４％ 

・大学生および 
  専門学校生 ５％ 
 （＋１,８１９人） 

・研修団体および企業 １２％ 
 （＋３,５０７人） 

・小学生 ６１％ 
 （＋３,０６３人） 

・一般 他 １４％ 
 （＋１,４５４人） 

・教育関係 2％ 

・販売店 ４％ 

・政府行政関係 １１％ 
 （＋５３１人） 

・学生 １４％ 
 （＋５７９人） 

・研修団体および 
  企業 ５５％ 
 （＋５,６７６人） 

（前年差） 

（前年差） 

１９８７年 6月 
１９８５年 5月 
１９９２年１２月 
１９９２年１０月 
１９９０年 7月 
１９７４年１０月 
１９８９年 5月 
１９９０年 5月 

アメリカトヨタ財団(Toyota USA Foundation) 
カナダトヨタ財団(Toyota Canada Foundation) 
ドイツトヨタ財団(Toyota Deutschland Stiftung)  
タイトヨタ財団(Toyota Thailand Foundation) 
トヨタ･モーター･フィリピン財団(Toyota Motor Philippines Foundation) 
トヨタ･アストラ財団(Toyota ＆Astra Foundation) 
南アフリカトヨタ財団(Toyota South Africa Foundation)  
ケニアトヨタ財団(Toyota Kenya Foundation)

国内 

海外 

１２８,４０８人 
（１０４％） 

２８,３０３人 
（１４２％） 

メガウェブのリニューアル 

　２００４年度､約５４０万人､6年で累計４,０００

万人を超える来場者を迎えたメガウェブ（東

京都江東区）は､２００４年１２月にリニューア

ルし､ユニバーサルデザインとバリアフリ

ー対応をはじめ､車両展示および企業活

動PR機能の強化を行い､「ハイブリッド」

「モータースポーツ」「デザイン」の専用ゾー

ンを新設しました｡中でも「ハイブリッドワン

ダーランド」と名づけたゾーンでは､トヨタ

のハイブリッド技術の紹介だけではなく､

ハイブリッドそのものの考え方やクルマ以

外（食･乗り物･色など）のハイブリッド事例

の紹介､仕組みが体験できる試乗コース

からなり､子どもから大人まで楽しんで理

解いただける内容にしています｡

　さらに､２００５年からは､参加型のガイド

ツアーを開始し､短時間でお客さまの理解

を深める新しいコミュニケーションにも

チャレンジしています｡

正面玄関で来訪者を迎えるトヨタ･パートナーロボット

ハイブリッドワンダーランドとガイドツアー

コミュニケーション 

6/29　22：08
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社
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FCHV-BUSについてはP２８｡

愛・地球博 
瀬戸会場 

愛・地球博 
長久手会場 

愛知県 

瀬戸 

長久手 

名古屋 

豊田 

小牧 
多治見 

中部 
国際空港 

ハイライト 

　トヨタは､グループ企業１５社とともに長

久手会場において２１世紀の「モビリティ

の夢､楽しさ､感動」をテーマに出展｡モビ

リティ・パフォーマンス･ショーを始め､先

端要素技術の紹介､さまざまな環境技

術を展示しています｡地球循環型パビリオ

ンを基本コンセプトに建設された建物は､

解体･リユースを前提とする鉄骨構造体と

したほか､再生可能材料として古紙再生

紙の壁材やケナフ材を採用しています｡

また､パビリオンで消費するエネルギーは､

会場外に設置した風力発電機により消費

電力相当分を発電し､トータルでCO2の

発生を低減しています｡

 トヨタグループ館出展 

 IMTS･FCHV-BUSの運行 

6/29　22：08

愛･地球博への出展 

※3月２５日の開幕から5月末日までの平均利用者数

　地球市民村は､国内外のNPO/NGOが

集い､自分たちの活動の紹介や体験学習

プログラムなどを実施する､学びと交流

の場です｡トヨタは､地球市民村に協賛し､

パートナーシップとして出展｡「地球企業

市民TOYOTA～人､社会､地球の新しい

未来へ」をメインテーマに､環境保全活動

と社会貢献活動の取り組みを映像とパネ

ルで紹介しています｡

　長久手会場内移動用として新しい交通シ

ステムIMTS(Intelligent Multimode Transit 

System)､瀬戸会場～長久手会場間の移動手

段としてFCHV-BUSが運行を開始しました｡

　IMTSは､最新のITS(Intelligent Transport 

Systems)技術を用い､鉄道とバス両方の特

徴を兼ね備えた新しい公共交通システム

です｡バスをベースとした車両が､専用道で

は自動運転･※隊列走行､一般道では通常の

路線バスとして運行します｡鉄道の定時性･

高速性と､路線バスの経済性を併せ持ち､ま

た機械的に連結されていない隊列は車両

台数の増減が容易で､専用道区間での輸

送需要の変動(朝夕のラッシュ時､昼間の閑

散時など)にも柔軟に対応できます｡鉄道と

バスの間で通常見られるような乗換えが不

要という利便性もあります｡愛･地球博で

は､CNG(圧縮天然ガス)エンジンを搭載し

たノンステップ低床バスを採用し､１３両が

導入されています｡4隊列が編成され､それ

ぞれの隊列は先頭車両にのみ添乗員が乗

車し､後続車は無人で運行しています｡片道

約１.６kmの専用道区間は自動運転･隊列走行､

一般道区間の会場内管理用道路では隊列

の最後尾の車両が自動分岐して､運転士が

運転します｡利用者数は､専用道､一般道を

合わせ､約※８,３００人/日にのぼります｡

　FCHV-BUSは瀬戸～長久手会場間約

４.４kmを8台が運行し､※約３,５００人/日の方が

会場間の移動手段として利用しています。

 “地球市民村”への出展 

地球市民村内トヨタブース

IMTS

　国際博覧会「愛･地球博」の日

本開催を機に､WBCSD年次総会

(6月１０日)が名古屋で開催されまし

た｡あわせて､２００３年以来､WBCSD

のパートナー機関として連携･協力

関係を深めている日本経団連が､

6月7日､WBCSDとの共催でセミ

ナー「２１世紀の社会における企業

の役割 ―環境問題を中心に―」

を開催｡WBCSDの創立時からの

メンバーで､同会副会長を務める

豊田名誉会長の開会の挨拶に始

まり､基調講演､パネルディスカッ

ションを通し､環境問題を中心とし

た議論が交わされました｡

日本経団連 ― WBCSDセミナーの開催 

　２００５年4月4日､EXPOホール

で公開シンポジウム「地球再生

のシナリオ」が開催されました｡

主催は「２１世紀政策研究所」と「貿

易と貧困に関するフォーラム」

(TPF)です｡

　TPFは､WTOドーハ･ラウンド

および国連ミレニアムサミットで

合意された「貧困撲滅」への貢

献を目的とする国際プロジェクト

で、豊田名誉会長が日本代表団

団長を務めています｡当日は､世

界6カ国･地域の有識者を招き､「貧

困･貿易･環境」といった多角的

な枠組みで､国際的な課題に取

り組むことの重要性について広

く議論が交わされました｡

愛･地球博パートナーシップ事業 

シンポジウム「地球再生のシナリオ」 

　２００５年3月､「自然の叡智(Nature's Wisdom)」をテーマに２００５年日本国際博覧会(愛･地球博)が開幕しました｡人類が直面する地球

規模の課題解決の方向性と人類の生き方を発信することを目的とし､新しい文化･文明の創造を目指した国際博覧会です。 

※隊列走行：機械的に連結されていない複数の車両が列車の
ように連なって走行すること｡


